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はじ
   

 北区で

第４期北

が健や

して暮ら

で様々

 国では

の推進

じめ、「

さらに「

援するた

生活の

質の確

改正が

 区では

念である

から 32

策定い

 本計画

「精神障

備」、「

五つの

制の確

権を享有

ので、区

 結びに

会委員

関係者

 

平成

じめに
    

では、平成

北区障害福

やかに育ち、

らすことので

な施策や事

は、平成 2

に関する法

障害者の雇

障害者の日

ための法律

の支援」、「障

保・向上に

が位置付けら

は、障害者

る「一人ひと

2 年度まで

いたしました。

画では、国

障害にも対

福祉施設か

成果目標を

確保について

有する個人

区民の皆様

に、本計画

員、専門部会

者の皆さまに

30 年 3

に 
    

27 年に策

福祉計画」

障害のあ

できる地域社

事業を展開

28 年の「障

法律」（障害

雇用の促進

日常生活及

律及び児童

障害児支援

に向けた環境

られています

を取り巻く社

とりを大切に

での「第５期北

 

国の基本指

対応した地域

から一般就

を掲げ、各

て定めてい

人として尊重

様の一層の

の策定に当

会の皆さま

に厚く御礼申

3 月 

   

策定した「北

に基づき、

る全ての人

社会の実現

開してきました

障害を理由と

害者差別解

進等に関す

及び社会生

福祉法の

援のニーズ

境整備」を主

す。 

社会環境が

にし、ともに生

北区障害福

針で示され

域包括ケア

就労への移

年度におけ

ます。すべ

重される分け

ご理解と積

当たりまして

をはじめ、貴

申し上げます

 

   

北区障害者

障害のある

人が自分らし

現を目指し、

た。 

とする差別

解消法）の施

する法律」の

生活を総合

一部を改正

ズの多様化

主な柱として

が大きく変化

生きる地域

福祉計画・

れた「福祉施

アシステムの

移行等」、「

ける事業量の

ての区民が

け隔てのない

積極的な支

、熱心にご

貴重なご意

す。 

 東京

者計画・

る子ども

しく安心

、これま

の解消

施行をは

の改正、

合的に支

正する法律

化へのきめ細

て、障害者

化する中で、

社会をめざ

第１期北区

施設の入所

の構築」、「

障害児支

の見込みと

が障害の有

い共生社会

援、ご協力

ご審議いただ

意見ご提言を

京都北区長

」では、「障

細やかな対

者福祉を推進

、北区障害

ざして」を踏ま

区障害児福

所者の地域

「地域生活

援の提供体

と障害福祉

有無にかか

会の実現を

力をお願い申

だきました北

をいただきま

長 花 川

障害者の望

対応」、「サー

進する様々

害者計画の

まえ、平成 3

福祉計画」を

域生活への

活支援拠点

体制の整備

祉サービスの

わらず、基

目指してま

申し上げます

北区自立支

ました区民の

川 與 惣

望む地域

ービスの

々な制度

の基本理

30 年度

を新たに

移行」、

点等の整

備等」の

の提供体

基本的人

いります

す。 

支援協議

の皆さま、

惣 太 
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１
１ 計画策定の背景 

（１）

障害

害者総

社会に

重度訪

た。 

障害

見直し

改正さ

この

創設さ

害児支

込まれ

また

一部を

4 月施

障害児

に新た

 

（２）

東京

され、

よる施

北区

20 年

スの充

施策を

ス及び

サービ

  

障害者総

害者自立支援

総合支援法」

における共生

訪問介護の対

害者総合支援

しを行うこと

され、平成 3

の法改正では

されるととも

支援のための

れました。 

た、平成 29

を改正する法

施行）。この法

児・障害者が

たに「共生型

東京都、

京都において

その後数度

施策の推進が

区では、障害

年度）を定め

充実に努めて

を定める「北

び相談支援、

ビス量・確保

 

   

総合支援法

援法の改正法

（障害者の日

生の実現に向

対象拡大、ケ

援法は、施行

ととされてい

30 年４月（

は、地域生活

もに、低所得

のサービスの

9 年５月に制

法律」によっ

法改正では、

が同一事業所

型サービス」

北区にお

ては、平成 1

度の改正を経

が図られます

害者自立支援

めました。北

てきました。

北区障害者計

地域生活支

保のための方

計画

法の制定

法として平成

日常生活及び

向けて、難病患

ケアホームの

後３年を目途

いました。こ

（一部は公布

活の支援充実

得の高齢障害

の拡充、障害

制定された「

って、障害者

地域共生社

所でサービス

を位置付け

おける障害

19 年に「東

経て、平成 3

す。 

援法の施行と

北区障害福祉

平成 27 年

計画」と一体

支援事業の提

方策を定めた

3 

画策定

と改正

成 25 年４月

び社会生活を

患者等を障害

のグループホ

途として障害

これを受けて

布時）に施行

実のために自

害者が介護保

害児福祉計画

「地域包括ケ

者総合支援法

社会の実現に

スを受けやす

けることとさ

害福祉計

東京都障害者

30 年度から

とともに「第

祉計画につい

年 3 月には、

体的な形で、

提供体制の確

た「第４期北

 

定の背

    

（一部は平成

を総合的に支

害福祉サービ

ホームへの一

害福祉サービ

、平成 28

されること

自立生活援助

保険サービス

画の策定等の

ケアシステム

法の一部規定が

に向けた取組

すくするため

れました。

画策定等

者計画・第１

ら「東京都障

第１期北区障

いては、３度

障害者基本

平成 29 年

確保に関する

区障害福祉計

背景 

    

成 26 年 4 月

支援するため

ビスの給付対

元化等の制度

ビスのあり方

年５月に同

となりました

や就労定着支

を利用する際

障害児支援体

ムの強化のた

が改正されま

組の推進の一

、介護保険制

等の経緯 

期東京都障害

障害者・障害

害福祉計画」

にわたる見直

本法に基づく

年度を目標と

事項、数値

計画」を策定

    

月）に施行さ

めの法律）で

対象に含むと

度改正が行わ

方等について

法及び児童福

た。 

支援等のサー

際の負担軽減

体制の強化等

めの介護保険

ました（平成

一環として、高

制度と障害福

害福祉計画」

児施策推進計

」（平成 18

直しを行い、

区の総合的な

した障害福祉

目標及び確保

定しました。

    

された「障

は、地域

とともに、

われまし

て検討し、

福祉法が

ービスが

減や、障

等が盛り

険法等の

成 30 年

高齢者と

福祉制度

」が策定

計画」に

8 年度～

、サービ

な障害者

祉サービ

保すべき

 

 



4 

（３）計画の目的 

本計画は、こうした背景のもとに第 5 期の「障害福祉計画」と第 1 期の「障害児福祉計画」

として、国や東京都等の動向を踏まえ、今後 3 年間において充実させるべき障害福祉サービス

等の数値目標及び確保すべきサービス量、確保のための方策を定め、北区における障害者、障

害児に対するサービスを計画的に提供することをめざすものです。 

 

 

 

 

 

 

 

  



２
２ 計画の基本的視点 

北区

尊重し

の実現

ざして

生きと

３つを

こう

は、基

安心し

 
 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

 

２  

区障害者計画

して支えあい

現をめざす観

て」を掲げて

と暮らすため

を基本目標と

うした障害者

基本的視点と

して暮らすこ

      

   

   

   

北区障

自分らし

北区障

   

画では、障害

、人としての

観点から、基本

ています。ま

めに」「安心し

して掲げて

者計画の基本

して「障害の

とのできる地

■北区

 

     

     

     

 

障害者計画

しく安心

障害福祉計

計画

害のあるなし

の尊厳をもち

本理念として

た、基本理念

して地域で暮

います。 

本理念、基本

のある子ども

地域社会の実

区障害福祉計

  基本目

  基本目

  基本目

画の基本理

心して暮

計画・北区

5 

画の基

しに関係なく

ちながら生き

て「一人ひと

念を具体化す

暮らすために

本目標に基づ

もが健やかに

実現」を設定

計画・障害児

目標１ 自分

目標２ 安心

目標３ とも

理念 

暮らすこと

区障害児福

基本的

すべての人

き生きと暮ら

とりを大切に

するための方

」「ともに支

づき、北区障

に育ち、障害

定します。

児福祉計画の

分らしく生き

心して地域で

もに支えあう

とのでき

福祉計画の

的視点

々が社会の一

していくこ

にし、ともに

方向性として

支えあう地域

害福祉計画

害のあるすべ

基本的視点 

き生きと暮ら

で暮らすため

う地域社会を

きる地域

の基本的視

点 

一員としてお

とができる地

生きる地域社

て、「自分ら

域社会をめざ

・障害児福祉

ての人が自分

らすために 

めに 

をめざして 

社会の実

視点 

お互いを

地域社会

社会をめ

しく生き

ざして」の

祉計画で

分らしく

 

 実現



３
３ 北区障害福祉計画・障害

第 5

あり、

を定め

第 1

であり

確保策

ものと

福祉計

また

地域保

害保健

との整

なお

働大臣

的な指

者・障

 
 

 

障害

東
障害者
施策

障害者

地

児童

３  
害児福祉計画の位置付け 

5 期北区障害

障害福祉サ

める計画です

1 期北区障害

り、障害児通所

策を定める計

として策定す

計画を一体的

た、本計画は

保健福祉の推進

福祉施策を総

合性を確保し

お、本計画の

臣が定めた「障

指針」（以下「

障害児施策推

害者基本法 

東京都 
者・障害児

策推進計画 

者総合支援法

地域福祉活動

童福祉法 

北区障

害福祉計画は

ービス等の地

す。 

害児福祉計画

所支援及び障

計画です。なお

することを認

的に策定しま

、区の将来像

進に係る理念

総合的に進め

しながら、障

の策定に当た

障害福祉サー

「基本指針」

推進計画」の

■

 

児 

法 

計画

 

障害福祉

は、障害者総

地域生活に必

画は、児童福祉

障害児相談支

お、同法では

めていること

す。 

像を描いた「

念や基本的な方

めるための計画

障害者・障害児

たっては、障

ービス等及び

といいます

趣旨を踏まえ

■区の障害者

北
区
障
害
福
祉
計
画
・ 

北
区

 

6 

祉計画・

総合支援法第

必要なサービ

祉法第 33 条

支援に必要な

は市町村障害

とから、北区

「北区基本構想

方向を位置付

画である「北

児に必要なサ

障害者総合支

び障害児通所

す。）の内容を

えています。

者・障害児に

北区基

北

北

区

障

害

者

計

画 

第
７
期
介
護
保
険
事
業
計
画 

障害児

第 88 条に基

ビス量の見込

条の 20 に基

なサービス量

害児福祉計画

区では第 5 期

想」及びそれ

付けている「

北区障害者計

サービスにつ

支援法、児童

所支援等の円

を踏まえると

。 

に関する計画

基本計画

北区基本構

 

北
区
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・ 

第
７
期
介
護
保
険
事
業
計
画

 

児福祉計

基づく「市町

込み（数値目

基づく「市町村

量の見込み（

画を市町村障

期障害福祉計

れに基づく「北

「北区地域保健

画」を上位計

いて主に定め

福祉法の規定

滑な実施を確

とともに、東

の体系 

２０１５

構想

 

 

北
区
ヘ
ル
シ
ー
タ
ウ
ン

（
第
二
次
） 

 

計画の位

村障害福祉計

目標）及びその

村障害児福祉

（数値目標）及

害福祉計画

計画と第 1 期

北区基本計画

健福祉計画」

計画とし、関

める事業計画

定に基づいて

確保するため

東京都の「東京

 北
区
教
育
ビ
ジ
ョ
ン
２
０
１
５ 

置付け

計画」で

の確保策

祉計画」

及びその

と一体の

期障害児

画」、区の

、区の障

関連諸計画

画です。 

て厚生労

めの基本

京都障害

 北
区
バ
リ
ア
フ
リ
ー
基
本
構
想 



４
４ 計画期間 

本計

計画期

なお

 

 

 

 

 

北区障

北区障

北区障

 

 

 

 

 

 

４  

計画は、国の

期間とすると

お、北区障害

障害福祉計

障害児福祉計

障害者計画 

   

の基本指針の

ともに、平

害者計画の計

平成 

27 年度 

(2015 年度)

画 

計画 

 

 

 

第

障害

計画

の考え方を踏

成 32 年度末

計画期間も平

平成 

28 年度

(2016 年度)

平

29

(201

 

 

 
４期 

害福祉計画

障害者

7 

画期間

踏まえ、平成

末に向けた数

平成 32 年度

■計画期

平成 

年度

7年度)

平成

30 年度

(2018 年度

 

 

 者計画  

第５期

第１期

間 

30 年度か

数値目標を設

までとなって

期間 

度

度)

平成 

31 年度

(2019 年度)

3

(20

 

 

 

     

期障害福祉計

期障害児福祉計

ら平成 32 年

設定します。

ています。 

平成 

2 年度

020年度)

平成

33 年度

(2021 年度

 

 

     次

計画 

計画

（次

第６

第２

年度までの 3

 

成 

度 

度) 

平成 

34 年度 

(2022 年度) (

 

 

 

 次期障害者計

次期計画） 

６期障害福祉

２期障害児福祉

3 年間を

平成 

35 年度

(2023 年度)

 

 

計画 

計画 

祉計画 



５
５ 計画の策定体制 

（１）

本計

経験者

害児を

 

（２）

本計

委員会

た。 

 

（３）

本計

成 30

いたご

 

 

 

 

５  

北区自立

計画の策定に

者等で構成さ

を取り巻く課

北区障害

計画の策定に

会」において

パブリッ

計画の中間の

0 年 1 月５日

ご意見の趣旨

   

立支援協議

に当たっては

されている「

課題や今後の

害者計画等

に当たっては

て、関連施策

ックコメン

のまとめにつ

日の期間にパ

旨を計画に反

計画

議会等にお

は、障害者を

「北区自立支

の施策の方向

等検討委員

は、区の関係

策との整合性

ントの実施

ついては、区

パブリックコ

反映させまし

8 

画の策

おける検

を含む区民、

支援協議会」

向性について

員会にお

係部署の職員

性を確認する

施 

区のホームペ

コメントを実

した。 

策定体

討 

区内の障害

及び同専門

の検討を行

ける検討

員で構成され

るとともに、

ージに掲載

実施しました

体制 

者団体、相談

部会において

いました。 

討 

ている「北区

具体的な取組

し、平成 29

た。区は、区

談支援事業者

て、区の障害

区障害者計画

組の検討を行

9 年 12 月

民の皆様か

者、学識

害者・障

画等検討

行いまし

１日～平

らいただ



 

第２章 北区の障害者・

  
 
 
 
 
 

 

障害児を取り巻く現状と課題 

第
 

北

を取

２章

北区の

取り

 

章 

の障害

り巻く

 

 

害者

く現状
 

者・障

状と

障害児

課題

児

題 





１
１ 障害者・障害児人口の状

（１）

身体

12,14

由が全

視覚障

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年

 

 

  
状況 

身体障害

体障害者手帳

42 人となっ

全体の 50.2

障害となって

年年度末時点。

 障

害者手帳所

帳所持者数は

っています。

2％を占めて

ています。 

 

害者

所持者数の

は、過去 5 年

平成 28 年

最も多く、次

■身体障害

 

11 

・障害

の推移 

年間でほぼ横

年度末の手帳

次いで内部機

害者手帳所持

 

害児人

横ばい状態が

帳所持者数を

機能障害（3

持者数の推移

人口の

が続き、平成

を障害部位別

31.8％）、聴

状況 

28 年度末時

に見ると、肢

聴覚・平衡機

時点では

肢体不自

機能障害、



身体

人、1

合が手

となっ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※

 

体障害者手帳

8 歳未満 2

手帳所持者全

っています。

※各年年度末時

※各年年度末時

 

帳所持者の大

211 人となっ

全体の 59.2

 

■身体

点。 

■身体

点。 

大半は 18 歳

っています。

％であり、聴

障害者手帳所

障害者手帳所

12 

以上であり、

障害部位別

聴覚・平衡機

所持者数の推

所持者数の推

 

、平成 28 年

別に見ると、

機能障害が 1

推移（18 歳

推移（18 歳

年度末時点で

18 歳未満

9.4％、内部

歳以上） 

歳未満） 

18 歳以上

では肢体不

部機能障害が

11,931

自由の割

が 16.1％



（２）

知的

成 23

手帳所

が 26

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※各年

 

 

｢愛の手

的障害者に交

3 年度末の 1

所持者数を度

6.3％、3 度

年年度末時点。

帳｣所持者

交付される｢愛

1,921 人が平

度数別に見る

度（中度）が

■知

 

者数の推移

愛の手帳｣（

平成 28 年度

ると、４度（軽

24.8％で続

知的障害者「

 

13 

移 

（東京都療育

度末には 2,2

軽度）が全体

続きます。

「愛の手帳」

育手帳）の所

218 人とな

体の 46.1％を

所持者数の

持者数は年々

なっています

を占めて最も

推移 

々増加してお

す。平成 28 年

も多く、2 度

おり、平

年度末の

度（重度）



｢愛

ており

数別に

めてい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年

 

 

の手帳｣所持

り、平成 28

に見ると、1

います。 

年年度末時点。

年年度末時点。

持者を年代別

8 年度末時点

8 歳未満では

■「愛

 

■「愛

 

 

別に見ると、

点で 18 歳以

は 4 度（軽度

愛の手帳」所

愛の手帳」所

14 

18 歳以上が

以上 1,787 人

度）の割合が

所持者数の推

所持者数の推

がほぼ 8 割

人、18 歳未

が手帳所持者

推移（18 歳以

推移（18 歳未

、18 歳未満

未満 431 人

者全体の 52

以上） 

未満） 

満がほぼ 2 割

となっていま

2.7％と半数以

割となっ

ます。度

以上を占



（３）

精神

するな

ってい

最も多

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年

 

精神

上 2,6

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年

精神障害

神障害者保健

など年々増加

います。平成

多く、最軽度

年年度末時点。

神障害者保健

628 人、18

年年度末時点。

害者保健福

健福祉手帳所

加しており、

成 28 年度末

度の３級が 4

■精

 

健福祉手帳所

8 歳未満 50

■精神障害

 

福祉手帳所

所持者数は平

平成 23 年

の手帳所持者

44.0％となっ

精神障害者保

所持者の大半

0 人となって

者保健福祉手

15 

所持者数

平成 24 年度

度末の 1,81

者数を度数別

っています。

保健福祉手帳

半は 18 歳以

ています。

手帳所持者数

等の推移

度末から 25

10 人が平成

別に見ると、

。1 級は全体

帳所持者数の

以上であり、

数の推移（1

移 

年度末にか

成 28 年度末

２級が全体

体の 5.9％で

推移 

平成 28 年度

18 歳以上）

かけて 15％程

末には 2,678

体の 50.1％を

です。 

度末時点で

 

程度増加

8 人とな

を占めて

18 歳以



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年

 

 

自立

件が平

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年年度末時点。

立支援医療（精

平成 28 年度

 

■精神障害

 

精神通院医療

度には 5,930

■自立

者保健福祉手

療）申請件数

0 件となって

立支援医療（

16 

手帳所持者数

数については

ています。

 

 

（精神通院医

 

数の推移（1

、年々増加し

医療）申請件

18 歳未満）

しており、平成

数の推移 

 

成 23 年度のの 4,578



17 

（４）難病患者（難病医療費助成等認定患者）数の推移 

難病患者（難病医療費助成等認定患者）数は増加傾向にあり、平成 23 年度末の 3,135 人が

平成 28 年度末には 3,632 人となっています。 

平成 25 年 4 月より、障害者総合支援法の対象に難病患者が含まれ、障害者手帳を取得して

いなくても障害福祉サービス等の利用が可能となっています。平成 26 年 5 月に制定された「難

病の患者に対する医療等に関する法律」により、平成 27 年 1 月から公平かつ安定的な医療費

助成制度が開始され、国が難病医療費助成の対象として指定する疾病（指定難病）の範囲が拡

大されました。指定難病の範囲は徐々に拡大されており、平成 29 年 4 月時点で 358 疾病が

障害者総合支援法の対象の難病とされています（358 疾病のうち 29 疾病は、難病医療費助成

の対象ではありませんが、障害者総合支援法上は対象とされています）。こうしたことから、今

後も難病患者数の増加が見込まれます。 

 
■難病患者（難病医療費助成等認定患者）数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年年度末時点。 

※出典：東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報」 

 

  

3,135 2,987 3,151 
3,376 3,460 3,632 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

（人）

難病患者数
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（５）障害支援区分別の状況 

平成 28 年度末時点の障害支援区分認定者数は 1,543 人であり、区分６が 29.6％で最も多く、

区分２が 19.7％で続いています。障害種別ごとに見ると、身体障害者が 521 人、知的障害者が

776 人、精神障害者が 241 人、難病患者が 5 人となっています。身体障害者では区分６が 42.4％、

知的障害者では区分６が 30.2％、精神障害者では区分２が 56.8％を占めています。 

■障害支援区分別障害者数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 29 年 3 月 31 日時点。 

 

（６）障害者手帳所持者の年齢構成比の状況 

平成 29 年 8 月末時点の身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者につい

て年齢構成別に見ると、身体障害者手帳所持者では 65 歳以上が 7 割弱を占めています。「愛

の手帳」所持者では、18 歳～64 歳が 7 割強を占めているものの、18 歳未満が 2 割弱と身体

障害者手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者の割合を 10 ポイント以上上回っています。

精神障害者保健福祉手帳所持者については、18 歳～64 歳が 8 割台半ばを占めています。 

 

■障害者手帳所持者の年齢構成比の状況 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 29 年８月 31 日時点。 

区分１

1.9

1.9 

0.8 

5.4 

20.0 

区分２

19.7

14.0 

12.0 

56.8 

20.0 

区分３

18.3

16.9 

15.3 

31.1 

20.0 

区分４

15.8

10.7

22.7

5.0

0.0

区分５

14.6

14.0

19.1

1.2

20.0

区分６

29.6

42.4

30.2

0.4

20.0

全体(1,543)

身体障害者(521)

知的障害者(776)

精神障害者(241)

難病患者(  5)

単位:％

18歳未満

1.9 

19.3 

1.5 

18歳～64歳

28.8 

71.5 

84.6 

65歳以上

69.3 

9.1 

13.9 

身体障害者手帳所持者

「愛の手帳」所持者

精神障害者

保健福祉手帳所持者

単位:％



２
２ 北区の障害者・障害児を

第 4

合支援

ていま

 

（１）

平成

支援法

へのき

制度改

ービス

児支援

供する

対する

環境整

設等が

ービス

また

及び市

類ごと

義務付

計画的

の見込

く障害

障害児

な量の

るよう

区で

の療育

サービ

の種類

す。 

２  
を取り巻く現状と課題 

4 期北区障害

援法の改正（

ます。ここで

障害者総

成 28 年５月

法及び児童福

きめ細かな対

改正が位置付

スにおいて自

援のニーズの

るサービスの

る自治体の支

整備」として

が定められて

スの提供体制

た、この法改

市町村に対し

との必要な量
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（２）障害者とその介助者の高齢化への対応 

人口の高齢化に伴い、障害者やその介助者の高齢化も進んでいます。18 ページで示してい

るように、身体障害者手帳所持者に占める 65 歳以上の区民の割合は 69.3％（平成 29 年 8

月末）となっています。 

これまで、障害福祉サービスの利用者が 65 歳を迎えた場合、障害福祉サービスよりも介護

保険サービスを優先させる原則のもとで、高齢の障害者が使い慣れた障害福祉サービス事業所

を利用できなくなるケースがあることが課題とされてきました。このことについては、平成 29

年６月に公布された「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律」において、ホームヘルプサービス、デイサービス、ショートステイ等について、高齢者や

障害児者がともに利用できる「共生型サービス」が創設され、介護保険または障害福祉のいず

れかの指定を受けている事業所が、もう一方の制度における指定も受けやすくすることが定め

られました。 

また、障害福祉サービスの利用者が 65 歳を迎え、障害福祉サービスの利用から介護保険サ

ービスの利用に移行する際、所得が変化しない場合でも利用者負担額が増加するケースが見ら

れました。このことの背景には、障害者総合支援法に基づくサービス、介護保険法に基づくサ

ービスともに要した費用の 1 割を利用者負担と定めているものの、障害福祉分野において利用

者負担の軽減措置が展開されたため、障害福祉サービスと介護保険サービスとの間で利用者の

実質的な負担水準に差が生じていたということがあります。平成 28 年５月に改正された障害

者総合支援法では、このような課題に対応するため、介護保険法の介護サービス等を利用する

ようになる前から障害福祉サービスを継続的に利用しており、低所得である等の要件を満たす

障害者については、介護保険サービスの利用に係る利用者負担の軽減措置が講じられるように

なりました。 

区は、こうした制度改正の情報を対象者に的確に周知することを通して、サービスを必要と

する高齢障害者やその介助者の不安や負担の解消に努める必要があります。一方、知的障害者

では親が介護を担っている場合が多いことから、「親なき後」の生活支援体制の確保が不可欠で

す。グループホームなど地域に多様な生活の場を用意するとともに、ホームヘルプサービスな

ど地域での生活を支える各種サービスの充実を図り、障害者とその家族を支える基盤整備を進

める必要があります。 

 

（３）地域共生社会の実現に向けた取組の実施 

少子高齢化の進行により、我が国の総人口は平成 20 年をピークに減少に転じています。近

年では人口減少が地域社会に与える影響を危惧する意識も見られるようになっているほか、一

つの世帯が同時に介護と育児の両方に直面する「ダブルケア」が社会問題とされるなど、特定

の分野における支援だけでは必ずしも解決できない複合的な課題があることが指摘されていま

す。 

こうした中で、政府は「ニッポン一億総活躍プラン」（平成 28 年 6 月閣議決定）において、
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子ども・高齢者・障害者などすべての人々が地域、暮らし、生きがいをともにつくり、高め合

うことができる「地域共生社会」を実現することを位置付けています。具体的には、支え手側

と受け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分

らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、福祉等の地域の公的サービスと協働して助け合

いながら暮らすことのできる仕組みを構築することが必要としています。 

地域共生社会の実現に向けて、障害福祉分野としては、地域住民が主体的に地域づくりに取

り組むための仕組みづくりや、地域の実情に応じた制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確

保等に係る取組、専門的な支援を要する人に対して各関連分野が共通の理解に基づき協働する

包括的な支援体制を構築すること（具体的には、医療的ケア児が保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の支援を円滑に受けられるようにすることなど）が求められています。区としては、障

害福祉部門を中心に、介護や児童福祉、教育部門が連携して、こうした複合的な課題に対処す

る必要があります。 

 

（４）入所・入院等から地域生活への移行・定着 

障害の種別や程度にかかわらず、誰もが地域社会の一員として自立し安心して暮らすという

ことは、当然のことです。こうした中で、施設に入所している障害者が生活の場を地域に移す

ことや、退院可能な精神障害者が生活の場を地域に移し、社会的入院を解消することは、依然

として大きな課題です。 

特に、長期入院している精神障害者の地域移行に当たっては、精神科病院や地域援助事業者

による努力だけでは限界があります。区を中心とした地域精神保健医療福祉の一体的な取組の

推進に加え、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会の

実現に向けた取組の推進が必要です。区は、東京都と協力しながら、精神障害者が地域の一員

として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステムの構築を進める必要があります。 

また、退院や地域での生活を支援するため、入院中から住居の確保や新生活の準備等の支援

を行ったり、地域で暮らす障害者に対する 24 時間体制の連絡相談等のサポート等が必要です。

こうした取組を地域ぐるみで実施することを支えるため、今後、区には拠点機能の整備を行う

ことが求められています。 

 

（５）就労支援の充実 

障害者が地域で自立した生活を送り、社会参加を進める上では、働く意欲や能力を持った人

が可能な限り自己の希望する形で就労できることが重要です。このことを実現するため、区を

はじめとした行政機関や企業等による支援の強化が求められています。 

区が平成 25 年度に実施した障害者実態・意向調査では、障害者が働くために必要なことと

して、知的障害者・精神障害者・難病患者の５割以上が「障害について職場での理解と協力」
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があることを挙げているほか、知的障害者と難病患者の５割強が「能力や体調にあった仕事の

紹介」を挙げています。 

近年、障害者雇用施策の推進により、障害者の一般就労の機会は拡大していますが、障害者

雇用促進法に定める法定雇用率を達成できていない企業が見られます。平成 25 年６月に公布

された改正障害者雇用促進法では、雇用の分野における障害を理由とする差別的取り扱いを禁

止することや、事業主に対して障害者の就労上の合理的配慮の提供義務について定められてい

ます。あわせて、法定雇用率の算定基礎に精神障害者が加えられることとなりました。企業に

おいては、今後これまで以上に障害者の雇用に意識的に取り組む必要があります。 

区は、障害者等の一般就労を促進し、安心して働き続けられるよう、就労面と生活面の支援

を一体的に行う機能を持つ「障害者就労支援センター北」（ドリームヴィ、わくわくかん）を平

成 13 年度に開設しています。登録者数は 1,339 人（平成 28 年度）、これまでに企業に就職

した障害者数はおよそ 800 人に達しており、ここ数年は各年度 60 人程度の就職実績を維持

しています。今後も引き続き、ハローワークや企業と連携した一般就労の受け入れ先の確保や、

障害者就労支援センター北における取組など、一般就労への移行の促進と安心して働き続ける

ための支援を強化するとともに、改正障害者雇用促進法の趣旨を踏まえ、企業の意識向上に向

けた啓発を進める必要があります。 

 

（６）相談支援体制の充実 

障害者が住み慣れた地域で豊かな生活を送るためには、相談や情報提供等の体制を整備し、

必要とするサービスが的確に提供できるようにする必要があります。区が平成 25 年度に実施

した障害者実態・意向調査では、知的障害者のほぼ４割、難病患者の３割台半ばが相談窓口や

情報提供の充実が今後必要と回答しています。 

区では、障害福祉課の王子障害相談係と赤羽障害相談係、滝野川地域障害者相談支援センタ

ーにおいて、障害者の総合相談を実施しています。平成 27 年 4 月に開設した滝野川地域障害

者相談支援センターについては、利用者が増加傾向にあり、平成 28 年度には 1,465 件の相談

を受けています。また、北区に居住する障害者の生活を支援し、自立と社会参加を促進する観

点から、「障害者地域自立生活支援室」では、各種相談支援や情報提供、ピアカウンセリングの

実施、専門機関等の紹介等の取組を行っており、「障害者地域活動支援室（支援センターきらき

ら）」では、生活相談や生活支援、各種講座の実施により障害者の自立と社会参加を支援してい

ます。今後も相談支援事業者をはじめとした関係機関との連携を通して、保健・医療・福祉を

はじめ様々な情報を集約し、多様なニーズのある障害者の相談に的確に対応できるような体制

を整備する必要があります。 

 

（７）障害者の権利擁護と差別解消に向けた取組の強化 

判断能力が十分でない障害者が、地域で安心して自立した生活を送るためには、その人にと
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や

計

す

 

 

 

 

 

【障

に

す

当

進

 

 

 

 

 

 

障害者グルー

障害者が地

ープホームの整

北区障害者

事業として位置

区では、区の

プホームの整備

ホーム「ファミー

た。現在、入居

害支援区分４

今後も障害者

や、地域生活

計画に基づい

す。 

障害者差別解

区では、障

に向け、障害者

す。平成２７年

当事者の体験

進及び差別の

今後も、北区

コラム

コラム

ープホームの

地域の中で自

整備を促進す

計画」（平成２

置付けています

の未利用地を

備促進を図る

ーレららら」が開

居者の定員の

４以上の方とな

者の高齢化に

への移行・定

いた整備を進

解消法シンポ

害のある人も

者差別解消法

年度、２８年度

験談や意見交

の解消に向けた

区自立支援協

ム 北区の

ム 北区の

の整備】 

立し、安心し

することは、重要

２７年度～３２

す。 

を活用し、同地

ために公募を

開設されまし

の半数は、障

なっています。

伴う重度化

定着に向け、

進めていきま

ポジウムの開

ない人も、すべ

法が施行され

はシンポジウム

交換等を行い

た取組を進め

協議会の意見

の取組事例

の取組事例
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て暮らし続ける

要かつ緊急の

２年度）におい

地を低廉な価格

を行い、平成２

。

開催】 

べての人がお

れる前の平成２

ムを開催し、同

、平成２９年

てきました。

見等を参考にし

例 ② 

例 ③ 

るため、地域

の課題です。区

いても、障害者

格で運営法人

２８年度には神

（運

お互いを尊重

２７年度から、

同法の理解の

度には映画上

しながら、普及

生活の基盤と

区では、「北区

者グループホー

人に貸し付ける

神谷二丁目に

運営法人：（社

し支え合える共

普及啓発事

のための講演会

上映会を通じて

啓発活動を継

となる障害者

区基本計画」及

ームの整備を計

ることによるグル

に障害者グルー

社福）さざん

共生社会の実

業を実施して

会の開催や障

て障害理解の

継続していきま

グル

及び

計画

ルー

ープ

んかの会） 

実現

いま

障害

の促

ます。 



 

第３章 成果目標

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本計

目標値

 
 
 
 

 

標と活動指標 

計画では、国

値を設定しま

第
 

成

国の基本方針及

ます。 

３章

成果目

及び東京都の

 

章 

目標

 

 

の考え方を踏ま

と活
 

まえ、平成32

活動指

2 年度を目標

指標

標年度として次

標 

次の





１
１ 成果目標 

成果

定する

うもの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

果目標は、障

る目標であり

のです。基本

 

 

 

 

 

  

障害福祉サー

り、少なくと

本指針では、

 

 

 

 

 

成果目

ービス等の提

とも年に１回

次の５つを

 

精神障

地

福

障
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目標 

提供体制確保

回はその進捗

を成果目標に

障害にも対

地 域 生 活

福祉施設か

障害児支

保の一環とし

捗状況を分析

掲げています

応した地域

活 支 援

から一般

支援の提

て、基本指針

・評価した上

す。 

域包括ケア

拠 点 等

般就労へ

供体制の

針の規定に沿

上で必要な対

アシステムの

等 の 整 備

への移行等

の整備等

沿って設

対応を行

 

の構築

備 

等 

等 
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（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

● 考え方 

国の基本方針 

平成 28 年度末時点での施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行するこ

ととするとともに、これにあわせて平成 32 年度末の施設入所者数を平成

28 年度末時点の施設入所者から２％以上削減することを基本とする。 

東京都の 

考え方※ 

平成 28 年度末時点での施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行するこ

とを基本とする。 

平成 32 年度末の施設入所者数が 7,344 人（第４期障害福祉計画までの目

標である平成 17 年 10 月１日時点の定員）を超えないことを基本とする。

区の方針 

平成 28 年度末時点での施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行すると

ともに、これにあわせて平成 32 年度末の施設入所者数を平成 28 年度末

時点の施設入所者から２％以上削減する。 

● 目標値 

（参考）平成 28 年度末施設入所者数 ２６６人 

平成 32 年度までの地域生活移行者数  ２４人 

平成 32 年度末施設入所者数 ２６０人 

 

 

 

 

 

 

 

 
※東京都の考え方については、「東京都障害者計画・第５期東京都障害福祉計画・第１期東京都障害児福祉計画の策定に向

けて（提言）」（平成 30 年２月５日東京都障害者施策推進協議会）の内容を参考に作成しました。 
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

● 考え方 

国の基本方針 

平成 32 年度末までにすべての市町村ごとに協議会やその専門部会など保

健、医療、福祉関係者による協議の場を設置することを基本とする。 

 ※ 医療関係者としては、病院、診療所、訪問看護ステーション等にお

いて精神科医療に携わる関係者が参加することが望ましい。 

 ※ 市町村単独での設置が困難な場合には、複数市町村による共同設置

であっても差し支えない。 

東京都の 

考え方 

都内全体での地域移行・地域定着の推進に向けた内容を検討する場におい

て、関係機関の連携体制を踏まえた地域単位を考慮しながら、精神障害に

も対応した地域包括ケアシステムの構築をめざす。 

区の方針 北区地域精神保健医療福祉連絡協議会において協議する。 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備 

● 考え方 

国の基本方針 
平成 32 年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備するこ

とを基本とする。 

東京都の 

考え方 

平成 32 年度末までに各区市町村に少なくとも一つ以上を整備することと

する。 

区の方針 平成 32 年度末までに区内に少なくとも一つを整備する。 

● 目標値 

地域生活支援拠点等の設置 １か所 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

● 考え方 

国の基本方針 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就

労移行支援、就労継続支援）を通じて、平成 32 年度中に一般就労に移行

する人を、平成 28 年度実績の 1.5 倍以上とする。 

就労移行支援事業の利用者数について、平成 32 年度末における利用者数

が平成 28 年度末における利用者数の２割以上増加する。 

就労移行率が３割以上の就労移行支援事業所を全体の５割以上とする。 

就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を

８割以上とする。 

東京都の 

考え方 

国の基本指針に即しつつ、東京都における障害者雇用をめぐる状況や実績

を踏まえ、障害者の一般就労と職場定着を支援するために必要な目標を設

定する。 

一般就労に向けた支援に関する量的な目標として、「区市町村障害者就労

支援事業利用による一般就労者数」「同事業利用による支援を開始した時

点から１年後の職場定着率」を設定する。 

区の方針 

平成 28 年度の一般就労への移行実績の 1.5 倍以上とする。 

この目標値を達成するため、就労移行支援事業の利用者数及び事業所ごと

の就労移行率に係る目標値を設定する。 

《目標値の考え方》 

・平成 32 年度末における就労移行支援事業の利用者数が、平成 28 年度

末における利用者数を２割以上上回るようにする。 

・事業所ごとの就労移行率について、就労移行率が３割以上の就労移行支

援事業所が平成 32 年度末時点で全体の５割以上になることをめざす。

・就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率が

８割以上となるようにする。 

● 目標値 

（参考）平成 28年度中の福祉施設利用者の一般就労への移行者数  ４０人 

平成 32 年度中の福祉施設利用者の一般就労への移行者数  ６０人 

（参考）平成 28 年度末における就労移行支援事業の利用者数  ９９人 

平成 32 年度末における就労移行支援事業の利用者数 １４９人 

平成 32 年度末時点における就労移行率が３割以上である就労

移行支援事業所の割合 
 ５５％ 

就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場

定着率 
 ８０％ 
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（５）障害児支援の提供体制の整備等 

● 考え方 

国の基本方針 

平成 32 年度末までに下記①～③を実施する。 

① 児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置する。

② すべての市町村において保育所等訪問支援を利用できる体制を構築

する。 

③ 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デ

イサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保する。 

 

平成 30 年度末までに、医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、

各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設ける。 

東京都の 

考え方 
国の基本方針に即して、目標を設定する。 

区の方針 

① 平成 32 年度末までに、児童発達支援センターを１か所整備する。 

② 保育所等訪問支援については、引き続き充実を図る。 

③ 平成 32 年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援

事業所を少なくとも１か所確保し、放課後等デイサービス事業所につい

ては、引き続き拡充を図る。 

④ 平成 32 年度末までに、医療的ケア児等を預かり、保育や療育を行う

ことができる施設を少なくとも１か所確保し、保護者の就労や生活の支

援を図る。 

 

＊ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成 30 年度末まで

に保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るため

の協議の場を設ける。 

● 目標値 

平成 32 年度末までに設置する主に重症心身障害児を支援する

児童発達支援事業所数 
１か所 

平成 32 年度末までに設置する主に重症心身障害児を支援する

放課後等デイサービス事業所数 
６か所 

平成 30 年度末までに設置する関係機関等が連携を図るための

協議の場の設置数 
１か所 

平成 32 年度末までに設置する医療的ケア児等支援施設 １か所 



２
２ 活動指標 

活動

提供体

の確保

回以上

本計

 

２  

動指標は、基

体制確保に係

保状況の進捗

上は進捗状況

計画における

  

基本指針に定

係る成果目標

捗を定期的に

況を分析・評

る活動指標は

活動指

定める基本理

標を達成する

に分析・評価

評価すること

は、第 4 章及び
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指標 

理念や提供体

るために、必

価する指標で

とが望ましい

び第 6 章に掲

体制確保の基

必要なサービ

です。成果目

とされてい

掲載した各サ

本的考え方、

ス提供量等の

標とあわせて

ます。 

サービスの月

、障害福祉サ

の見込みを定

て少なくとも

月間見込量と

サービス

定め、そ

も年に１

とします。 



 

第４章 障害福祉サービスの推進  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本計

成30

 
 
 
 

 

計画では、第

0 年度から3

第
 

障害

第4 期計画期

32 年度までの

４章

害福

期間中の利用実

の各年度にお

 

章 

福祉サ

 

 

実績やサービ

おけるサービス

サービ
 

ビス提供事業者

ス見込量を設

ビスの

者の参入動向等

設定し、その確

の推進

等を踏まえ、

確保に努めま

進 

平

ます。 





１
１ 訪問系サービス 

（１）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

  

居宅介護

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績）

時間） 9

数（人）

用時間

  

護（ホーム

 サービ

理、洗

にわた

利用で

 近年の

横ばい

 利用実

時間数

 北区介

用者の

 利用者

者情報

 事業者

また、

事業者

■居宅介護

 

年度
）

平成２６年
（実績）

,267 8,9

483 4

19.2 1

第３期

訪問系

ムヘルプ）

ビス利用対象

洗濯及び掃除

たる援助を行

できます。

の利用実績は

い傾向にあり

実績を踏まえ

数（14.1 時間

介護給付費等

の生活自立に

者自身が自ら

報の提供を行

者に対して、

障害の程度

者と連携して

（ホームヘル

年度 平成２７年度
（実績）

905 9,17

486 50

8.3 18

35 

系サー

） 

象者の自宅に

除等の家事、生

行うものです。

は、利用者数

ります。 

えて利用者数

間）を乗じて

等審査会や、障

につながる適切

らの障害の状況

行います。 

障害特性を理

度や状況等に応

てサービスの質

ルプ）の実績

度 平成２８年度
（実績）

72 9,00

04 64

8.2 14.

第４期

ービス

おいて、入浴

生活等に関す

。障害支援区

が増加傾向に

を見込むとと

見込量を算出

障害支援区分

切なサービス

況等に合った

理解したヘル

応じたサービ

質の向上を図

績の推移と見

度 平成２９年度
（見込み）

2 9,902

0 704

1 14.1

ス 

浴、排せつ及

する相談、助

区分が「区分

にあるものの

ともに、想定

出します。 

分の状況を勘

スの提供に努

た事業所を選

ルパーの確保

ビスを提供で

図ります。 

見込量（月間

平成３０年度
（推計）

2 10,892

4 774

14.1

及び食事等の介

助言、その他生

分１」以上であ

の、延べ利用時

定される月間平

勘案しながら、

努めます。 

選択できるよ

保・養成を促

できるよう、東

間） 

平成３１年度
（推計）

平

11,982

852

14.1

第５期

介護、調

生活全般

ある人が

時間数は

平均利用

、真に利

う、事業

します。

東京都や

平成３２年度
（推計）

13,180

937

14.1



（２）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

重度訪問

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（時間） 13

数（人）

用時間 3

問介護 

 重度の

必要と

支援等

一定の

 近年の

す。 

 利用実

時間数

 北区介

にとっ

 利用者

者情報

 事業者

また、

事業者

■重度

 年度
）

平成２６年
（実績）

3,766 13,5

42

327.8 32

第３期

の肢体不自由

とする人に、

等を総合的に

の要件に該当

の利用実績は

実績を踏まえ

数（323.6 時

介護給付費等

って必要なサ

者自身が自ら

報の提供を行

者に対して、

障害の程度

者と連携して

度訪問介護の

年度 平成２７年度
（実績）

571 13,8

42

23.1 321

36 

由者、重度の知

居宅で入浴、

に行うものです

当する人が利用

は、利用者数、

えて利用者数

間）を乗じて

等審査会や、障

サービスの提供

らの障害の状況

行います。 

障害特性を理

度や状況等に応

てサービスの質

の実績の推移

度 平成２８年度
（実績）

42 14,56

43 4

1.9 323.

第４期

知的障害者・

、排せつ、食

す。障害支援

用できます。

、延べ利用時

を見込むとと

て見込量を算

障害支援区分

供に努めます

況等に合った

理解したヘル

応じたサービ

質の向上を図

移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

64 14,888

45 46

.6 323.6

・重度の精神

食事の介護、

援区分が「区

 

時間数ともに

ともに、想定

算出します。 

分の状況を勘

す。 

た事業所を選

ルパーの確保

ビスを提供で

図ります。 

（月間） 

平成３０年度
（推計）

8 15,211

6 47

6 323.6

神障害者で常に

外出時におけ

区分４」以上で

に横ばい傾向に

定される月間平

勘案しながら、

選択できるよ

保・養成を促

できるよう、東

平成３１年度
（推計）

15,535

48

323.6

第５期

に介護を

ける移動

であり、

にありま

平均利用

、利用者

う、事業

します。

東京都や

平成３２年度
（推計）

15,859

49

323.6



（３）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 

延べ利用量

実利用者数

１人あたり利

同行援護

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（時間） 4

数（人）

用時間

護 

 視覚障

て移動

うもの

 近年の

ものの

 利用実

時間数

 北区介

にとっ

 支給決

た、事

切な管

■同

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

4,947 5,

170

29.1 2

第３期

障害により、

動に必要な情

のです。平成

の利用実績は

の、延べ利用

実績を踏まえ

数（27.5 時間

介護給付費等

って必要なサ

決定の際に、

事業者に対し

管理を行い、

同行援護の実

年度
）

平成２７年
（実績）

208 5,3

177 1

29.4 30

37 

移動に著し

情報の提供（代

成 23 年 10 月

は、平成 27 年

用時間数は横

えて利用者数

間）を乗じて

等審査会や、障

サービスの提供

同行援護アセ

して国が定め

サービスの質

実績の推移と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度 平成２８年度
（実績）

330 5,35

76 21

0.3 24

第４期

い困難を有す

代筆・代読を

から開始され

年度から 28 年

ばい傾向にあ

を見込むとと

見込量を算出

障害支援区分

供に努めます

セスメントに

る同行援護従

質の確保に努

と見込量（月

度 平成２９年度
（見込み）

53 5,962

17 217

.7 27.5

する人に対し

を含む）、移動

れたサービス

年度にかけて

あります。 

ともに、想定

出します。 

分の状況を勘

す。 

による的確な

従事者の資格

努めます。 

月間） 

度 平成３０年度
（推計）

2 5,962

7 217

5 27.5

して、外出時に

動の援護等の支

スです。 

て利用者数が増

定される月間平

勘案しながら、

な調査を行いま

格要件を満たす

平成３１年度
（推計）

5,962

217

27.5

第５期

に同行し

支援を行

増加した

平均利用

、利用者

ます。ま

すよう適

平成３２年度
（推計）

5,962

217

27.5



（４）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

行動援護

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（時間）

数（人）

用時間

護 

 常時介

い困難

援、外

一定の

 近年の

 利用実

時間数

 北区介

用者の

 事業者

また、

事業者

■行

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

194

9

21.6 3

第３期

介護を要する

難がある人に

外出支援等を

の要件に該当

の利用実績は

実績を踏まえ

数（23.4 時間

介護給付費等

の生活自立に

者に対して、

障害の程度

者と連携して

行動援護の実

年度 平成２７年度
（実績）

424 4

14

30.3 26

38 

る知的障害者

に対して、行動

を行うものです

当する人が利用

は、利用者数・

えて利用者数

間）を乗じて

等審査会や、障

につながる適切

障害特性を理

度や状況等に応

てサービスの質

実績の推移と

度 平成２８年度
（実績）

456 52

17 2

6.8 20

第４期

または精神障

動するときに

す。障害支援

用できます。

・延べ利用時

を見込むとと

見込量を算出

障害支援区分

切なサービス

理解したヘル

応じたサービ

質の向上を図

と見込量（月

度 平成２９年度
（見込み）

20 609

26 26

.0 23.4

障害者で、障

に、危険を回

援区分が「区

 

間数ともに増

ともに、想定

出します。 

分の状況を勘

スの提供に努

ルパーの確保

ビスを提供で

図ります。 

月間） 

度 平成３０年度
（推計）

9 609

6 26

4 23.4

障害により行動

回避するため必

区分３」以上で

増加傾向にあ

定される月間平

勘案しながら、

努めます。 

保・養成を促

できるよう、東

平成３１年度
（推計）

609

26

23.4

第５期

動上著し

必要な支

であり、

あります。

平均利用

、真に利

します。

東京都や

平成３２年度
（推計）

609

26

23.4



（５）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

重度障害

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（時間）

数（人）

用時間

害者等包括

 重度の

生活介

活援助

一定の

 これま

 第４期

 北区介

にとっ

■重度障害

 

年度
）

平成２６年
（実績）

0

0

-

第３期

括支援 

の障害者等に

介護、短期入

助を包括的に

の要件に該当

まで、北区で

期計画に引き

介護給付費等

って必要なサ

害者等包括支

年度 平成２７年度
（実績）

0

0

-

39 

に対して、居宅

入所、自立訓練

に提供するも

当する人が利用

での利用実績

き続き、利用者

等審査会や、障

サービスの提供

支援の実績の

 

 

 

 

 

 

 

度 平成２８年度
（実績）

0

0

-

第４期

宅介護、重度

練、就労移行

のです。障害

用できます。

はありません

者１人を見込

障害支援区分

供に努めます

の推移と見込

度 平成２９年度
（見込み）

0 0

0 0

- -

度訪問介護、同

行支援、就労

害支援区分が

 

ん。 

込みます。 

分の状況を勘

す。 

込量（月間）

平成３０年度
（推計）

0 608

0 1

- 608.0

同行援護、行

労継続支援及び

が「区分６」で

勘案しながら、

 

平成３１年度
（推計）

608

1

608.0

第５期

行動援護、

び共同生

であり、

、利用者

平成３２年度
（推計）

608

1

608.0



２
２ 日中活動系サービス 

（１）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

２  

生活介護

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日） 10

数（人）

用日数

  

護 

 常に介

ともに

 近年の

す。 

 利用実

日数

 サービ

■生

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

0,356 10,

528

19.6 1

第３期

日中活

介護を必要と

に、創作的活

の利用実績は

実績を踏まえ

（19.4 日）を

ビス事業者の

生活介護の実

年度 平成２７年度
（実績）

899 11,0

554 5

19.7 19

40 

活動系

とする人に、昼

活動または生産

は、利用者数

えて利用者数

を乗じて見込

の質の向上に努

実績の推移と

度 平成２８年度
（実績）

17 11,02

64 56

9.5 19

第４期

系サー

昼間、入浴、

産活動の機会

・延べ利用時

を見込むとと

込量を算出しま

努めるととも

と見込量（月

度 平成２９年度
（見込み）

20 11,130

68 574

.4 19.4

ービス

排せつ、食

会を提供する

時間数ともに

ともに、想定

ます。 

もに、サービス

月間） 

平成３０年度
（推計）

0 11,242

4 579

4 19.4

 

食事の介護等を

ものです。 

に横ばい傾向に

定される月間平

スの充実を図

平成３１年度
（推計）

11,354

585

19.4

第５期

を行うと

にありま

平均利用

図ります。

平成３２年度
（推計）

11,467

591

19.4



（２）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

自立訓練

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日）

数（人）

用日数

練（機能訓

 身体障

機能の

練）を

 近年の

ていま

 利用実

日数

 サービ

■自立訓練

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

128

12

10.7 1

第３期

訓練） 

障害者が自立

の向上のため

を行うもので

の利用実績は

ましたが、平

実績を踏まえ

（14.6 日）を

ビス事業者と

練（機能訓練

年度 平成２７年度
（実績）

264 3

17

15.5 18

41 

立した日常生活

めに必要な訓練

です。 

は、平成 27 年

平成 27 年度か

えて利用者数

を乗じて見込

との連携を図

練）の実績の

度 平成２８年度
（実績）

89 13

21 1

8.5 10

第４期

活・社会生活

練（身体的リ

年度まで利用

から 28 年度に

を見込むとと

込量を算出しま

りながら、サ

の推移と見込

度 平成２９年度
（見込み）

39 307

3 21

.7 14.6

活ができるよ

リハビリ、言

用者数・サー

にかけて、減

ともに、想定

ます。 

サービスの充

込量（月間）

度 平成３０年度
（推計）

7 307

1 21

6 14.6

よう、一定期間

言語訓練、家事

ービス量ともに

減少に転じて

定される月間平

充実を図ります

 

平成３１年度
（推計）

307

21

14.6

第５期

間、身体

事等の訓

に増加し

います。

平均利用

す。 

平成３２年度
（推計）

307

21

14.6



（３）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

自立訓練

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日）

数（人）

用日数

練（生活訓

 知的障

定期間

す。 

 近年の

量とも

す。 

 利用実

日数

 サービ

■自立訓練

 

年度
）

平成２６年
（実績）

558 3

35

15.9 1

第３期

訓練） 

障害者、精神

間、食事や家

の利用実績は

もに減少しま

実績を踏まえ

（13.0 日）を

ビス事業者と

練（生活訓練

年度 平成２７年度
（実績）

365 4

30

2.2 12

42 

神障害者が自立

家事等の生活能

は、平成 25 年

ましたが、平成

えて利用者数

を乗じて見込

との連携を図

練）の実績の

度 平成２８年度
（実績）

37 51

34 3

2.9 13.

第４期

立した日常生

能力の向上の

年度から 26 年

成 26 年度以

を見込むとと

込量を算出しま

りながら、サ

の推移と見込

度 平成２９年度
（見込み）

4 577

39 44

.2 13.0

生活・社会生

のために必要

年度にかけて

以降はいずれ

ともに、想定

ます。 

サービスの充

込量（月間）

平成３０年度
（推計）

7 655

4 50

0 13.0

生活ができるよ

要な訓練を行

て利用者数・サ

れも増加に転

定される月間平

充実を図ります

 

平成３１年度
（推計）

平

744

57

13.0

第５期

よう、一

うもので

サービス

じていま

平均利用

す。 

平成３２年度
（推計）

845

65

13.0



（４）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

就労移行

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日） 1

数（人）

用日数

行支援 

 一般企

就労に

 近年の

量とも

ービス

 利用実

日数

 改正障

障害者

業者及

応した

 特別支

の連携

の策定

■就労

 

年度
）

平成２６年
（実績）

,454 1,4

93

15.6 1

第３期

企業等への就

に必要な知識

の利用実績は

もに微減とな

ス量ともに増

実績を踏まえ

（15.2 日）を

障害者雇用促

者の一般就労

及び就労移行

た支援体制づ

支援学校、福

携を促進し、

定など、障害

労移行支援の

年度 平成２７年度
（実績）

434 1,5

90 1

15.9 15

43 

就労を希望す

識及び能力の

は、平成 25 年

なりましたが、

増加傾向にあ

えて利用者数

を乗じて見込

促進法（法定雇

労は増加する見

行支援事業者

づくりに取り組

福祉施設、就労

新たな職場

害者の就労・職

の実績の推移

度 平成２８年度
（実績）

70 1,81

05 11

5.0 15.

第４期

る 65 歳未満

向上のために

年度から 26 年

、その後平成

ります。 

を見込むとと

込量を算出しま

雇用率の算定

見通しです。

と連携して、

組みます。

労支援センタ

の開拓、障害

職場定着のた

移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

8 1,736

7 112

.5 15.2

満の障害者に

に必要な訓練

年度にかけて

成 28 年度に

ともに、想定

ます。 

定基礎の見直

就労支援セ

障害者の就

ター、ハロー

害者一人ひと

ための支援を

（月間） 

平成３０年度
（推計）

6 1,878

2 123

2 15.2

に対して、一定

練を行うもので

て利用者数・サ

にかけて利用者

定される月間平

直し）の施行に

センター、相談

就労意欲の高ま

ーワーク等の関

りに応じた支

を推進します。

平成３１年度
（推計）

2,066

136

15.2

第５期

定期間、

です。 

サービス

者数・サ

平均利用

に伴い、

談支援事

まりに対

関係機関

支援計画

。 

平成３２年度
（推計）

2,273

149

15.2



（５）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

就労継続

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日）

数（人）

用日数

続支援（Ａ

 一般企

ととも

 近年の

けて利

 利用実

日数

 事業者

す。 

 受注の

託等を

■就労継続

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

641 8

38

16.9 1

第３期

Ａ型） 

企業での就労

もに、知識及

の利用実績は

利用者数・サ

実績を踏まえ

（17.1 日）を

者間の連携を

の機会や工賃

を推進します

続支援（A 型

年度 平成２７年度
（実績）

826 8

48

17.2 17

44 

労が困難な人

及び能力の向上

は、年々増加

サービス量と

えて利用者数

を乗じて見込

を促し、障害者

賃向上を図る

す。 

型）の実績の

度 平成２８年度
（実績）

68 1,20

51 7

7.0 17

第４期

に、雇用契約

上のために必

しており、特

もに大きく増

を見込むとと

込量を算出しま

者の就労意欲

ため、区によ

の推移と見込

度 平成２９年度
（見込み）

07 1,199

70 70

.2 17.1

約に基づいて

必要な訓練を

特に平成 27 年

増加しました

ともに、想定

ます。 

欲に応える体

よる物品購入

込量（月間）

平成３０年度
（推計）

9 1,199

0 70

1 17.1

て就労の場を提

を行うものです

年度から 28 年

た。 

定される月間平

体制づくりを推

入や公共施設の

 

平成３１年度
（推計）

1,199

70

17.1

第５期

提供する

す。 

年度にか

平均利用

推進しま

の清掃委

平成３２年度
（推計）

1,199

70

17.1



（６）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

就労継続

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日） 7

数（人）

用日数

続支援（Ｂ

 一般企

知識及

 近年の

 利用実

日数

 事業者

す。 

 受注の

託等を

■就労継続

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

7,663 7,

476 4

16.1 1

第３期

Ｂ型） 

企業に雇用さ

及び能力の向

の利用実績は

実績を踏まえ

（16.3 日）を

者間の連携を

の機会や工賃

を推進します

続支援（Ｂ型

年度 平成２７年度
（実績）

913 8,5

486 5

16.3 16

45 

されることが

向上のために必

は、利用者数

えて利用者数

を乗じて見込

を促し、障害者

賃向上を図る

す。 

型）の実績の

度 平成２８年度
（実績）

36 8,85

22 54

6.4 16

第４期

困難な人に、

必要な訓練を

・サービス量

を見込むとと

込量を算出しま

者の就労意欲

ため、区によ

の推移と見込

度 平成２９年度
（見込み）

54 9,336

46 573

.2 16.3

就労の場を

を行うもので

量ともに増加

ともに、想定

ます。 

欲に応える体

よる物品購入

込量（月間）

平成３０年度
（推計）

6 9,803

3 602

3 16.3

を提供すると

です。 

加傾向にありま

定される月間平

体制づくりを推

入や公共施設の

 

平成３１年度
（推計）

10,293

632

16.3

第５期

ともに、

ます。 

平均利用

推進しま

の清掃委

平成３２年度
（推計）

10,807

664

16.3



（７）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

就労定着

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

着支援《新

 生活介

労した

指導

 平成 3

 平成2

そのう

 サービ

て必要

 

実利用

新規》 

介護、自立訓

た障害者の就

・助言等を行

30 年度から新

28年度末時点

うち８割が就

ビス事業者や

要となる支援

■就労定着

平成

用者数（人）

46 

訓練、就労移行

就労継続を図

行うものです。

新たに位置付

点の一般就労

就労定着する

や関係機関等

援を実施します

 

着支援の見込

成３０年度
（推計）

平成
（

32

第

行支援または

るため、就労

。 

付けられるサ

労者数の1.5倍

ことを目標と

との連絡調整

す。 

込量（月間）

成３１年度
推計）

平成３
（推

40

第５期

は就労継続支

労に伴う生活

サービスです。

倍を平成32年

とします。 

整や、それに

 

３２年度
推計）

48

支援を利用して

活面の課題につ

。 

年度末の目標

に伴う課題解決

て一般就

ついての

標として、

決に向け



（８）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 

実利用者数

療養介護

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

数（人）

護 

 医療と

看護、

 近年の

 利用実

 このサ

機関と

■療

 

年度
）

平成２６年
（実績）

37

第３期

と常時介護を

介護及び日

の利用実績は

実績を踏まえ

サービスは、

との連携を図

療養介護の実

年度 平成２７年度
（実績）

38

47 

を必要とする人

日常生活の世話

は、利用者数が

えて利用者数

医療機関に

図ります。 

実績の推移と

度 平成２８年度
（実績）

39 4

第４期

人に、医療機

話を行うもの

が増加傾向に

を見込みます

おいて実施さ

と見込量（月

度 平成２９年度
（見込み）

41 41

機関で機能訓

のです。 

にあります。

す。 

されているこ

月間） 

平成３０年度
（推計）

41

訓練、療養上の

 

とから、今後

平成３１年度
（推計）

平

41

第５期

の管理、

後も医療

平成３２年度
（推計）

41



（９）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

福祉型短

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

■福

平成２５年
（実績

（人日）

数（人）

用日数

短期入所

 障害者

支援施

等を行

す。 

 近年の

 利用実

日数

 区内外

す。 

 緊急時

所施設

祉型短期入所

 

年度
）

平成２６年
（実績）

865 9

134 1

6.5

第３期

（ショー

者を自宅で介

施設等で夜間

行うものです

の利用実績は

実績を踏まえ

（5.9 日）を乗

外のサービス

時に短期入所

設への補助を

所（ショー

年度 平成２７年度
（実績）

929 9

145 1

6.4 6

48 

トステイ

介護する人が病

間も含めた短期

す。障害支援

は、利用者数

えて利用者数

乗じて見込量

ス事業者と連携

所の利用施設

を継続し、緊急

トステイ）の

度 平成２８年度
（実績）

33 99

51 17

6.2 5.

第４期

） 

病気等の場合

期間受け入れ

区分が「区分

・サービス量

を見込むとと

量を算出しま

携を図りなが

の確保が困難

急一時保護枠

の実績の推移

度 平成２９年度
（見込み）

2 1,092

6 185

.6 5.9

合に、介護対

れて、入浴、

分１」以上で

量ともに増加

ともに、想定

す。 

がら、サービ

難な場合に対

枠を確保して

移と見込量（

平成３０年度
（推計）

2 1,146

5 194

9 5.9

対象の障害者を

排せつ、食事

である人が利用

加傾向にありま

定される月間平

ビスの充実をめ

対応するため、

ていきます。 

（月間） 

平成３１年度
（推計）

平

1,204

204

5.9

第５期

を障害者

事の介護

用できま

ます。 

平均利用

めざしま

、短期入

平成３２年度
（推計）

1,264

214

5.9



（10）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

医療型短

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

■医

平成２５年
（実績

（人日）

数（人）

用日数

短期入所

 障害者

で夜間

のです

 近年の

 利用実

日数

 このサ

機関と

療型短期入所

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

87

15

5.8

第３期

（ショー

者を自宅で介

間も含めた短

す。 

の利用実績は

実績を踏まえ

（5.4 日）を乗

サービスは、

との連携を図

所（ショー

年度 平成２７年度
（実績）

84

16

5.3 5

49 

トステイ

介護する人が病

短期間受け入れ

は、利用者数

えて利用者数

乗じて見込量

医療機関に

図ります。 

トステイ）の

度 平成２８年度
（実績）

86 8

16 1

5.4 5

第４期

） 

病気等の場合

れて、入浴、

・サービス量

を見込むとと

量を算出しま

おいて実施さ

の実績の推移

度 平成２９年度
（見込み）

81 86

5 16

.4 5.4

合に、介護対

排せつ、食

量ともに横ば

ともに、想定

す。 

されているこ

移と見込量（

平成３０年度
（推計）

6 86

6 16

4 5.4

対象の障害者を

食事の介護等を

ばい傾向にあ

定される月間平

とから、今後

（月間） 

平成３１年度
（推計）

86

16

5.4

第５期

を病院等

を行うも

ります。

平均利用

後も医療

平成３２年度
（推計）

86

16

5.4



３
３ 居住系サービス 

（１）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 

３  

自立生活

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

  

活援助《新

 施設入

を希望

に、定

もので

 平成 3

 施設入

移行支

 区内外

 

実利用者数

居住系

新規》 

入所支援また

望する人に対

定期的な居宅

です。 

30 年度から新

入所支援や共

支援や地域定

外のサービス

■自立生活

平成３０
（推計

数（人）

50 

系サー

たは共同生活援

対して、ひと

宅訪問や電話等

新たに位置付

共同生活援助

定着支援の利用

ス事業者と連携

活援助の見込

０年度
計）

平成３１年
（推計

21

第５期

ービス

援助を利用し

り暮らしに必

等による随時

付けられるサ

からの単身生

用者数等を勘

携を図りなが

込量（月間）

年度
計）

平成３２年
（推計）

37

期

ス 

していた障害

必要な理解力

時の対応によ

サービスです。

生活への移行

勘案して、見

がら、サービス

 

年度
）

62

害者で、ひと

力や生活力を補

よる必要な支援

。 

行者数の実績や

見込量を算出

スの充実に努

り暮らし

補うため

援を行う

や、地域

します。

努めます。



（２）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 

実利用者数

共同生活

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

■共

平成２５年
（実績

数（人）

活援助（グ

 地域で

同生活

の援助

 近年の

 利用実

利用を

 住み慣

対する

します

 重度の

際して

 低所得

継続し

共同生活援助

 

年度
）

平成２６年
（実績）

187

第３期

グループホ

で共同生活を

活を行う住居

助を行うもの

の利用実績は

実績を踏まえ

を見込みます

慣れた地域に

る建設費の一

す。 

の障害者が地

て区有地を活

得の障害者が

します。 

助（グループ

年度 平成２７年度
（実績）

195 2

51 

ホーム）

を営むことに支

居で相談、入浴

のです。 

は、利用者数が

えるとともに、

す。 

における障害者

一部補助等を通

地域生活を送

活用します。

が安心して地域

プホーム）の

度 平成２８年度
（実績）

07 22

第４期

 

支障のない障

浴、排せつ、

が増加傾向に

、福祉施設や

者の生活の場

通して、区内

ることができ

域生活を送る

の実績の推移

度 平成２９年度
（見込み）

22 228

障害者に対し

食事の介護

にあります。

や精神科病院

場を確保する

内のグループ

きるよう、グ

ることができ

と見込量（月

平成３０年度
（推計）

8 234

して、夜間や休

護その他の日常

 

院からの地域移

ため、民間事

プホームの整備

グループホーム

きるよう、家賃

月間） 

平成３１年度
（推計）

239

第５期

休日に共

常生活上

移行者の

事業者に

備を推進

ム整備に

賃助成を

平成３２年度
（推計）

243



（３）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 

実利用者数

施設入所

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

数（人）

所支援 

 施設に

や日常

 近年の

 利用実

量を算

 入所施

 地域生

■施設

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

269

第３期

に入所する障

常生活上の相

の利用実績は

実績を踏まえ

算出します。

施設等の関係

生活支援型入

設入所支援の

年度 平成２７年度
（実績）

266 2

52 

障害者に対し

相談支援等を行

は、利用者数が

えるとともに、

 

係機関と調整

入所施設の整備

の実績の推移

度 平成２８年度
（実績）

270 27

第４期

て、夜間や休

行うものです

が横ばい傾向

、入所者の地

を図りながら

備について、

移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

71 270

休日、入浴、

す。 

向にあります

地域生活への

ら、必要量の

検討を行い

（月間） 

度 平成３０年度
（推計）

0 269

排せつ、食事

す。 

の移行を考慮

の確保に努めま

います。 

平成３１年度
（推計）

268

第５期

事の介護

して見込

ます。 

平成３２年度
（推計）

265



４
４ 相談支援 

（１）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 

実利用者数

４  

計画相談

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績）

数（人）

  

談支援 

 障害福

ビス支

ービス

要に応

 近年の

 現在、

ずにサ

サービ

します

 ケアマ

とりの

 特定相

■計画

 

年度
）

平成２６年
（実績）

19

第３期

相談支

福祉サービス

支給決定後の

ス等利用計画

応じて見直し

の利用実績は

障害福祉サ

サービス利用

ビス利用者が

す。 

マネジメント

の利用者の実

相談支援事業

画相談支援の

年度 平成２７年度
（実績）

95 14

53 

支援 

スの利用申請時

の連絡調整、「

画」が適切か

しを行うもので

は、利用者数が

サービス受給者

用計画を作成

が計画相談支援

トにより、対象

実情に応じたモ

業所の人材育成

の実績の推移

度 平成２８年度
（実績）

48 19

第４期

時の「サービ

サービス等利

をモニタリン

です。 

が増加を続け

者のうち３割

しています（

援を利用する

象者をきめ細

モニタリング

成及び質の向

移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

7 255

ビス等利用計

利用計画」の作

ング（効果の

けています。

割程度は、計

（セルフプラ

ることを想定

細かく支援す

グの実施に努

向上に努めま

（月間） 

平成３０年度
（推計）

5 331

計画案」の作成

作成、作成さ

の分析や評価）

 

計画相談支援を

ン）。今後、す

定して、見込量

するとともに、

努めます。 

ます。 

平成３１年度
（推計）

平

430

第５期

成、サー

れた「サ

）し、必

を利用せ

すべての

量を算出

、一人ひ

平成３２年度
（推計）

559



（２）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 
 

実利用者数

地域移行

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

数（人）

行支援 

 入所施

生活に

 近年の

 平成

て、見

 地域生

ととも

■地域

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

1

第３期

施設や精神科

に移行するた

の利用実績は

28 年度末の

見込量を算出

生活移行に向

もに、医療機

域移行支援の

年度 平成２７年度
（実績）

2

54 

科病院等に入院

ために必要な相

は、各年度と

の施設入所者

出します。 

向けた訪問相談

機関・行政機関

の実績の推移

度 平成２８年度
（実績）

2

第４期

院している人

相談、外出時

も利用者数が

の９％が地域

談、利用者や

関等との連携

移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

2 3

人に対して、

の同行等の支

が数人となっ

域生活に移行

や家族等への

携及び調整を

（月間） 

度 平成３０年度
（推計）

3 6

住居の確保な

支援を行うも

ています。 

行することを前

の情報提供等に

を密に行います

平成３１年度
（推計）

8

第５期

など地域

ものです。

前提とし

に努める

す。 

平成３２年度
（推計）

11



（３）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 

実利用者数

地域定着

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績）

数（人）

着支援 

 単身等

絡のと

を行う

 近年の

 地域移

を算出

 地域生

ととも

■地域

年度
）

平成２６年
（実績）

0

第３期

等で生活する

とれる体制を

うものです。

の利用実績は

移行支援で見

出します。

生活移行に向

もに、医療機

域定着支援の

度 平成２７年度
（実績）

1

55 

る障害者に対

を確保し、緊急

 

は、各年度と

見込んだ地域生

向けた訪問相談

機関・行政機関

の実績の推移

度 平成２８年度
（実績）

3 2

第４期

して、地域生

急時等の必要

も利用者数が

生活移行者等

談、利用者や

関等との連携

移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

2 3

生活を継続し

要な支援（緊

が数人となっ

等が利用する

や家族等への

携及び調整を

（月間） 

平成３０年度
（推計）

3

していくために

緊急訪問や相談

ています。 

ものとして、

の情報提供等に

を密に行います

平成３１年度
（推計）

平

4

第５期

に常に連

談など）

、見込量

に努める

す。 

平成３２年度
（推計）

6





 

第５章 地域生活支援事業の推進 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域

活また

態で効

有無に

区で

 
 
 
 

 

域生活支援事

たは社会生活

効果的・効率

にかかわらず

では、必須事

第
 

地

推

事業は、障害者

活を営むことが

率的に実施する

ず誰もが相互に

事業とされてい

５章

地域生

推進 

者総合支援法

ができるよう

るものです。

に人格と個性

いる11 事業

 

章 

生活

 

 

法第77 条に基

う、地域の特性

障害者・障害

性を尊重し、安

業と、４種類の

支援
 

基づき、障害

性や利用者の

害児の福祉の増

安心して暮ら

の任意事業を

援事業

害者・障害児が

状況に応じ、

増進を図ると

すことを目的

を実施します。

業の

が自立した日常

事業を柔軟な

とともに、障害

的としています

。 

の

常生

な形

害の

す。 





１
１ 必須事業 

（１）

サー

今後

 

 

 

 

 

 

（２）

サー

今後

 

 

 

 

  

理解促進

ビスの概要 

・現状 

後の方向性 

自発的活

ビスの概要 

・現状 

後の方向性 

  

進研修・啓

 地域の

トを開

社会生

 障害者

できる

 おちゃ

を進め

 各種講

 2020

■

活動支援事

 障害者

対策、

自立し

 障害者

 活動を

化に努

 

実

実

必須事

啓発事業

の住民に対し

開催したり、

生活を送る上

者週間記念行

る機会を提供

ゃのこ祭祭や

めます。 

講演会を通じ

年東京パラ

■理解促進研

事業 

者とその家族

孤立防止活

した日常生活

者福祉センタ

を通して、障

努めます。

■自発的活

平

実施の有無

平

実施の有無

59 

事業 

して、障害者

啓発活動等

上で生じる社会

行事・障害者作

供し、区民の障

や障害者施設

じて障害理解や

リンピックに

研修・啓発事

族、地域住民等

活動、ボラン

活及び社会生活

ターの講座修

障害者の生き

 

活動支援事業

平成３０年度 平

実施

平成３０年度 平

実施

に対する理解

を行うことを

会的障壁をな

作品展を通じ

障害者理解の

における祭り

や啓発を進め

に向けて普及

事業の実施の

等が地域で自

ティア活動等

活を営むこと

了者による自

がいづくりを

業の実施の有

平成３１年度 平成

実施

第５期

平成３１年度 平成

実施

第５期

解を深めるた

を通して、障

なくすことを

じ、障害のあ

の促進に努め

り等の行事等

めます。 

啓発事業に取

有無 

自発的に行う

等の活動を支

とを支えるも

自主グループ

を支援すると

無 

成３２年度

実施

成３２年度

実施

ための研修会や

障害者が日常生

をめざすもので

ある人もない人

めます。 

等を通じて、地

取り組みます

ピアサポー

支援して、障害

のです。 

プ活動を支援

ともに、活動

やイベン

生活及び

です。 

人も交流

地域交流

す。 

ト、災害

害者等が

します。

動の活性



（３）

《障

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 

実施箇所

基幹相談支援セ

相談支援

障害者相談支

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

所数

センター

援事業 

支援事業、市

 障害者

め、障

用支援

 区内で

支援セ

域自立

 現在の

った相

 北区障

福祉サ

 基幹相

 市町村

と調整

■相談

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

5

検討 検

第３期

市町村相談支

者が自立した

障害者からの

援など、障害

では、北区障

センター、障

立生活支援室

の５か所での

相談体制につ

障害相談係等

サービスの利

相談支援セン

村相談支援機

整・検討を行

談支援事業の

年度
）

平成２７年度
（実績）

5

検討 検

60 

支援機能強化

た日常生活や

の相談に応じ、

害者の権利擁護

障害相談係（王

障害者地域活動

室の５か所で実

の相談支援体制

ついて検討して

等において、引

利用支援など、

ンターの設置

機能強化事業及

行います。 

の実績の推移

度 平成２８年度
（実績）

5

検討 検討

第４期

事業、住宅入

や社会生活を

、必要な情報

護のために必

王子・赤羽）

動支援室（支

実施していま

制を維持しま

ていきます。

引き続き適切

、相談支援の

に向けて、検

及び住宅入居

移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

5 5

討 検討

入居等支援事

営むことがで

報の提供、障

必要な援助を

のほか、滝

支援センターき

ます。 

ます。あわせ

 

切な情報提供

の充実に努め

検討を行いま

居等支援事業

（年間） 

度 平成３０年度
（推計）

5 5

討 検討

事業》 

できるように

障害福祉サー

を行うものです

滝野川地域障害

きらきら）、障

せて、区の現状

供・助言を行い

めます。 

ます。 

業については、

平成３１年度
（推計）

5

検討

第５期

にするた

ビスの利

す。 

害者相談

障害者地

状に見合

い、障害

、関係課

平成３２年度
（推計）

5

設置



（４）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 

実利用者数

成年後見

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

数（人）

見制度利用

 知的障

切に利

がいな

す。 

 近年の

 利用実

 成年後

を継続

 福祉サ

めます

■成年後見制

 

年度
）

平成２６年
（実績）

2

第３期

用支援事業

障害者や精神

利用するため

ない場合に成

の利用実績は

実績を踏まえ

後見制度の利

続して実施し

サービスを必

す。 

制度利用支援

年度 平成２７年度
（実績）

5

61 

業 

神障害者の権利

めの判断が困難

成年後見人の

は、各年度と

えて利用者数

利用が必要と認

します。 

必要とする障害

援事業の実績

度 平成２８年度
（実績）

1

第４期

利擁護を図る

難な知的障害

申立費用、報

も利用者数が

を算出します

認められる障

害者が適切に

績の推移と見

度 平成２９年度
（見込み）

2 5

るため、自身

害者・精神障

報酬費用の一

が数人となっ

す。 

障害者に対す

に利用できる

見込量（年間

平成３０年度
（推計）

5 5

身で福祉サー

障害者に対して

一部を助成する

ています。 

する支援として

よう、情報提

間） 

平成３１年度
（推計）

5

第５期

ビスを適

て、親族

るもので

て、事業

提供に努

平成３２年度
（推計）

5



62 

（５）成年後見制度法人後見支援事業 

サービスの概要 

・現状 

 成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実施団体に対する

研修、安定的な実施のための組織体制の構築、専門職による支援体制の構

築を行うものです。 

 区内にはこの事業の対象となる法人がないため、当面は実施しません。 

今後の方向性  法人後見の実施を予定する法人が現れた場合、事業の実施を検討します。

 

 

（６）意思疎通支援事業 

《手話通訳者・要約筆記者派遣事業、手話通訳者設置事業》 

サービスの概要 

・現状 

 聴覚障害者等の意思疎通を円滑にするために、手話通訳者や要約筆記者（手

話による意思疎通が困難な人が対象）の派遣を実施するものです。 

 近年の利用実績は、利用登録数が増加傾向にあるものの、利用件数は増減

を繰り返しています。 

第５期計画期

間中の見込量

の考え方 

 利用実績を踏まえて利用者登録数を見込むとともに、想定される年間平均

利用件数（8.1 件）を乗じて見込量を算出します。 

今後の方向性と 

見込量確保の

ための方策 

 手話通訳者が常駐している北区手話通訳連絡所において、手話通訳者の派

遣についてきめ細かく調整して、サービスの向上に努めます。 

 手話通訳者派遣の需要に対しては、手話通訳者の増員や東京都手話通訳者

等派遣センターへの委託により、引き続き必要なサービス量を確保します。

 手話通訳者を増加させるとともに、養成や技能の向上を図るため、引き続

き計画的な手話通訳者養成講座を実施します。 

 

  



●北区手

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●手話通

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利用件数

利用登録数

利用件数

１人あたり利用

手話通訳者設置

手話通訳派遣

通訳者・要約

平成２５年
（実績

（件）

平成２５年
（実績

数（人）

（件） 2

用件数

置数（人）

■意思疎

遣事業 

約筆記派遣事

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

136

第３期

年度
）

平成２６年
（実績）

236 2

,394 2,1

10

37

第３期

疎通支援事業

事業（東京都

年度 平成２７年度
（実績）

148 2

年度 平成２７年度
（実績）

248 2

196 2,2

9

37

63 

業の実績の推

 

 

都手話通訳者

度 平成２８年度
（実績）

34 24

第４期

度 平成２８年度
（実績）

52 26

55 2,21

9

38 3

第４期

推移と見込量

者等派遣センタ

度 平成２９年度
（見込み）

44 248

度 平成２９年度
（見込み）

6 279

5 2,268

8 8

5 36

量（年間） 

ター） 

度 平成３０年度
（推計）

8 255

平成３０年度
（推計）

9 287

8 2,322

8 8

6 40

平成３１年度
（推計）

262

第５期

平成３１年度
（推計）

平

294

2,378

8

40

第５期

平成３２年度
（推計）

270

平成３２年度
（推計）

301

2,435

8

40



64 

（７）日常生活用具等給付事業 

サービスの概要 

・現状 

 在宅の障害者の日常生活の便宜を図るため、介護・訓練支援用具（特殊寝

台など）、自立生活支援用具（入浴補助用具など）、在宅療養等支援用具（電

気式たん吸引器など）、情報・意思疎通支援用具（携帯用会話補助装置など）、

排せつ管理支援用具（ストーマ装具など）、居宅生活動作補助用具（住宅改

修費）等の給付を行うものです。 

 近年の利用実績は、排せつ管理支援用具で給付件数が増加していますが、

これ以外での用具の給付件数は横ばい傾向にあります。 

第５期計画期

間中の見込量

の考え方 

 利用実績を踏まえて給付件数を算出します。 

今後の方向性と 

見込量確保の

ための方策 

 このサービスを必要とする障害者が適切に利用できるよう、対象者への情

報提供に努めます。 

 新製品等の情報収集を行い、対象品目の拡大等について検討していきます。

 

■日常生活用具等給付事業の実績の推移と見込量（年間） 

 
  

30

21 35

32 32 32 32 32

84

70

80
75 75 75 75 75

44

51
43

49 49 49 49 49

96

74

90 88 88 88 88 88

12
16

11
14 14 14 14 14

5,415
5,428

6,015 6,071 6,071

6,678 6,678 6,678

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

20

40

60

80

100

120

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

（件）（件）

介護・訓練支援用具（特殊寝台など） 自立生活支援用具（入浴補助用具など）
在宅療養等支援用具（電気式たん吸引器など） 情報・意思疎通支援用具（携帯用会話補助装置など）
居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 排せつ管理支援用具（ストーマ装具など）（右目盛）

平成２５年度
（実績）

平成２６年度
（実績）

平成２７年度
（実績）

平成２８年度
（実績）

平成２９年度
（見込み）

平成３０年度
（推計）

平成３１年度
（推計）

平成３２年度
（推計）

介護・訓練支援
用具（件）

30 21 35 32 32 32 32 32

自立生活支援
用具（件）

84 70 80 75 75 75 75 75

在宅療養等支援
用具（件）

44 51 43 49 49 49 49 49

情報・意思疎通
支援用具（件）

96 74 90 88 88 88 88 88

排せつ管理
支援用具（件）

5,415 5,428 6,015 6,071 6,071 6,678 6,678 6,678

居宅生活動作
補助用具

（住宅改修費）（件）
12 16 11 14 14 14 14 14

第３期 第４期 第５期



（８）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 

養成講習
見込み者

手話奉仕

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２
（実

習実修了
者数（人）

仕員養成研

 意思疎

を営む

る講習

者養成

 近年の

横ばい

 実績を

 手話ボ

成講習

■手話奉仕

 

２５年度
実績）

平成２６
（実績

153

第３期

研修事業

疎通を図るこ

むことができ

習会を開催す

成講座のクラ

の養成実績は

い傾向にあり

を踏まえて養

ボランティア

習修了者の増

仕員養成研修

６年度
績）

平成２７年
（実績

143

65 

ことに支障の

きるようにす

するものです。

ラスに分けて、

は、年度によ

ります。 

養成研修修了者

ア・通訳者の育

増加を図ります

修事業の実績

年度
）

平成２８年度
（実績）

179 1

第４期

ある障害者等

るため、ボラ

。ボランティ

、年間を通し

って修了者数

者数を算出し

育成のための

す。 

績の推移と見

度 平成２９年度
（見込み）

64 164

等が自立した

ランティアや

ィア育成講座

して実施して

数が増減を繰

します。 

の講習会を引

込量（年間）

度 平成３０年度
（推計）

4 164

た日常生活・社

や手話通訳者を

（初級・中級

ています。 

繰り返していま

引き続き開催

） 

平成３１年度
（推計）

平

164

第５期

社会生活

を養成す

級）、通訳

ますが、

して、養

平成３２年度
（推計）

164



（９）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 
 
 

実利用者数

延べ利用量（

１人あたり利用

登録事業

移動支援

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

数（人）

（時間） 3

用時間

者数

援事業 

 屋外で

ヘルパ

として

 近年の

横ばい

 利用実

時間数

 事業者

障害の

向上を

 利用者

供に努

■移動

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

450

3,770 3,

8.4 1

130

第３期

での移動が困

パーの派遣を

て、車両移送

の利用実績は

い傾向にあり

実績を踏まえ

数（9.4 時間）

者に対して、

の程度や状況

を図ります。

者の地域にお

努めます。

動支援事業の

年度 平成２７年度
（実績）

398 4

975 4,2

10.0 10

147 1

66 

困難な障害者

を行うものです

送型の支援も実

は、利用者数

ります。 

えて利用者数

）を乗じて見

障害特性を理

況等に応じたサ

 

おける自立生活

の実績の推移

度 平成２８年度
（実績）

426 49

265 4,28

0.0 8

60 17

第４期

の自立生活及

す。また、日

実施します。

が増加傾向に

を見込むとと

見込量を算出

理解したヘル

サービスを提

活及び社会参

移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

92 541

85 5,066

.7 9.4

74 188

及び社会参加

日中一時支援

 

にあるものの

ともに、想定

します。 

ルパーの確保

提供できるよ

参加のため、

（月間） 

度 平成３０年度
（推計）

1 595

6 5,573

4 9.4

8 203

加を促すため、

援事業利用の際

の、延べ利用時

定される月間平

保を促します。

よう、サービス

適切なサー

平成３１年度
（推計）

655

6,130

9.4

219

第５期

、ガイド

際の送迎

時間数は

平均利用

。また、

スの質の

ビスの提

平成３２年度
（推計）

720

6,743

9.4

237



（10）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 

箇所数

登録者数

地域活動

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

数

（人）

動支援セン

 地域活

供して

「支援

など）

の調整

 近年の

 利用実

 「支援

活動及

ります

■地域活動

 

年度
）

平成２６年
（実績）

1

299 3

第３期

ンター 

活動支援セン

て、社会との

援センターき

を配置し、

整、地域住民

の利用実績は

実績を踏まえ

援センターき

及び地域交流

す。 

動支援センタ

年度 平成２７年度
（実績）

1

313 3

67 

ンターは、障害

の交流等を行

きらきら」を設

相談支援や福

民ボランティ

は、登録者数が

えて登録者数

きらきら」の相

流の場として

ターの実績の

度 平成２８年度
（実績）

1

41 34

第４期

害者に創作的

う施設です。

設置していま

福祉及び地域

ア育成、普及

が増加傾向に

を算出します

相談支援機能

の内容を充実

の推移と見込

度 平成２９年度
（見込み）

1 1

48 358

的活動または

区では、障

ます。専門職

域の社会基盤

及啓発等の事

にあります。

す。 

能の強化を図

実させて、障

込量（年間）

平成３０年度
（推計）

1 1

8 369

は生産活動の機

障害者地域活動

職員（精神保健

盤との連携強化

事業を実施しま

 

図るとともに、

障害者の利用促

 

平成３１年度
（推計）

1

380

第５期

機会を提

動支援室

健福祉士

化のため

ます。 

、創作的

促進を図

平成３２年度
（推計）

1

392



68 

（11）広域的な支援事業《新規》 

《地域生活支援広域調整会議等事業》 

サービスの概要 

・現状 

 精神障害者が自立した日常生活及び社会生活を営むため、保健・医療・福

祉関係者による協議の場として、都道府県・市町村・精神科病院の医師・

相談支援事業所・福祉サービス事業者・ピアサポーター等で構成する「精

神障害者地域移行・地域定着推進協議会」を設置するものです。 

 従来、都道府県または政令指定都市が協議会の設置主体とされていました

が、保健所設置市及び特別区についても、平成 30 年度から新たに設置主

体に加えられました。 

第５期計画期

間中の見込量

の考え方 

 北区地域精神保健医療福祉連絡協議会において、広域的な支援事業を実施

します。 

今後の方向性と 

見込量確保の

ための方策 

 精神障害者に対する地域医療及び地域ケアの充実と地域住民のこころの健

康の保持増進を図るとともに、区における地域精神保健医療福祉活動を総

合的かつ体系的に推進します。 

 

■広域的な支援事業（地域生活支援広域調整会議等事業）の見込量 

 
  

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

協議会開催数 1回 1回 1回

第５期



２
２ 任意事業 

（１）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 

実利用者数

２  

身体障害

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

■身

平成２５年
（実績

数（人）

  

害者訪問入

 入浴が

浴槽を

等を図

 近年の

ほかは

 利用実

 重度身

します

身体障害者訪

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

23

第３期

任意事

入浴サー

が困難な在宅

を搬入して入

図るものです

の利用実績は

は、横ばい傾

実績を踏まえ

身体障害者の

す。 

訪問入浴サー

年度 平成２７年度
（実績）

32

69 

事業 

ビス事業

宅の重度身体障

入浴サービス

す。 

は、平成 25 年

傾向にあります

えて利用者数

の地域におけ

ービス事業の

度 平成２８年度
（実績）

31 3

第４期

 

障害者の自宅

を行い、身体

年度から 26 年

す。 

を算出します

る生活を支援

の実績の推移

度 平成２９年度
（見込み）

30 30

宅へ巡回入浴

体の清潔の保

年度にかけて

す。 

援するため、

と見込量（月

度 平成３０年度
（推計）

0 30

浴車を派遣し、

保持、心身機能

て利用者数が増

引き続き制度

月間） 

平成３１年度
（推計）

30

第５期

、居室に

能の維持

増加した

度を維持

平成３２年度
（推計）

30



（２）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 

実施箇所

延べ利用量

日中一時

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

所数

量（人）

時支援事業

 介護者

の場の

 近年の

その後

 利用実

 サービ

■日中一

 

年度
）

平成２６年
（実績）

4

54

第３期

業 

者が日中介護

の確保及び一

の利用実績は

後は横ばい傾

実績を踏まえ

ビス事業者と

一時支援事業

年度 平成２７年度
（実績）

4

54

70 

護することが

一時的な見守

は、平成 26 年度

傾向にあります

えて延べ利用量

との連携を図

業の実績の推

度 平成２８年度
（実績）

3

34 3

第４期

できないとき

りを行うもの

度から 27 年

す。 

量を算出しま

りながら、サ

推移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

4 4

35 35

きに、障害者

のです。 

度にかけて延

ます。 

サービスの充

量（月間） 

平成３０年度
（推計）

4 4

5 35

者の日中におけ

延べ利用量が

充実を図ります

平成３１年度
（推計）

4

35

第５期

ける活動

が減少し、

す。 

平成３２年度
（推計）

4

35



（３）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 
 

実利用者数

身体障害

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

■身

平成２５年
（実績

数（人）

害者用自動

 就労等

置及び

 近年の

各年度

 利用実

 身体障

す。 

身体障害者用

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

3

第３期

動車改造補

等のために、

び駆動装置を

の利用実績は

度とも数人の

実績を踏まえ

障害者の地域

用自動車改造

年度 平成２７年度
（実績）

5

71 

補助事業

身体障害者本

を改造する場合

は、年度によ

の利用となって

えて利用者数

域における生活

造補助事業の

度 平成２８年度
（実績）

1

第４期

 

本人が所有し

合、費用の一

って利用者数

ています。

を算出します

活を支援する

の実績の推移

度 平成２９年度
（見込み）

7 7

し、かつ運転

一部を助成す

数が増減を繰

す。 

るため、引き

と見込量（年

度 平成３０年度
（推計）

7 7

転する自動車の

するものです。

繰り返していま

き続き制度を維

年間） 

平成３１年度
（推計）

7

第５期

の操向装

。 

ますが、

維持しま

平成３２年度
（推計）

7



（４）

サー

第５

間中

の

今後

見込

た

 

 

実利用者数

障害者運

ビスの概要 

・現状 

５期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

■障

平成２５年
（実績

数（人）

運転免許取

 18 歳

習料な

 近年の

各年度

 利用実

 障害者

障害者運転免

年度
績）

平成２６年
（実績）

6

第３期

取得経費補

以上の障害者

など助成対象

の利用実績は

度とも数人の

実績を踏まえ

者の地域にお

免許取得経費

年度 平成２７年度
（実績）

2

72 

補助事業

者が自動車運

象経費を補助す

は、年度によ

の利用となって

えて利用者数

おける生活を支

費補助事業の

度 平成２８年度
（実績）

2

第４期

 

運転免許を取得

するものです

って利用者数

ています。

を算出します

支援するため

の実績の推移

度 平成２９年度
（見込み）

3 3

得する場合、

す。 

数が増減を繰

す。 

め、引き続き

と見込量（年

度 平成３０年度
（推計）

3 3

教習所の入

繰り返していま

き制度を維持

年間） 

平成３１年度
（推計）

3

第５期

所料、教

ますが、

します。

平成３２年度
（推計）

3



 

第６章 障害のある子どもに対するサー

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成

児福祉

障害児

めざす

要なサ

 
 
 
 

 

ービスの推進 

成28 年５月

祉計画を定め

児向けサービ

すとともに、

サービスの確

第
 

障

対

月に改正された

めることが義務

ビスを実施して

障害児の療育

確保に努めます

６章

障害の

対する

た障害者総合

務付けられま

てきましたが

育及び放課後

す。 

 

章 

のある

るサー

 

 

合支援法及び児

ました。区では

が、今後は本計

後の充実のため

る子

ービス
 

児童福祉法に

は、同法の改

計画第3 章に

め、保育、教

子ども

スの

により、各市町

正前から児童

位置付けた成

育、子ども分

もに 

の推進

町村に新たに障

童福祉法に基づ

成果目標の達成

分野と連携し、

進 

障害

づく

成を

、必





１
１ 障害児相談支援 

（１）

サー

第１

間中

の

今後

見込

た

 

 

  
 

実利用者数

  

障害児相

ビスの概要 

・現状 

１期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

■障害

平成２５年
（実績

数（人）

  

相談支援

 障害児

定後の

支援の

て見直

 近年の

加して

 現在、

利用せ

障害児

とを想

 事業所

く支援

実施に

児相談支援

 

年度
績）

平成２６年
（実績）

1

障害児

（障害児支

児通所支援の

の連絡調整、

の内容が適切

直しを行うも

の利用実績は

ており、その

障害児通所

せずに障害児

児通所支援を

想定して、見

所と連携を図

援するととも

に努めます。

（障害児支援

年度 平成２７年度
（実績）

3

75 

児相談

支援利用

の利用申請時

「障害児支援

切かをモニタ

ものです。 

は、利用者数が

の後も増加が続

所支援受給者

児支援利用計画

を利用するすべ

見込量を算出

図りながら、

もに、一人ひ

 

援利用援助）

度 平成２８年度
（実績）

12 2

談支援

援助） 

の「障害児支

援利用計画」の

リング（効果

が平成 26 年度

続いています

のうち３割～

画を作成して

べての障害児

します。 

ケアマネジメ

とりの利用者

）の実績の推

度 平成２９年度
（見込み）

29 34

援 

支援利用計画

の作成、利用

果の分析や評

度から 28 年

す。 

～４割程度は

ています（セ

児が障害児相

メントにより

者の実情に応

推移と見込量

度 平成３０年度
（推計）

4 39

画案」の作成、

用している障害

評価）し、必要

年度にかけて大

は、障害児相談

セルフプラン）

相談支援を利用

、対象者をき

応じたモニタ

量（月間） 

平成３１年度
（推計）

45

第１期

、利用決

害児通所

要に応じ

大幅に増

談支援を

）。今後、

用するこ

きめ細か

リングの

平成３２年度
（推計）

52



２
２ 障害児通所支援 

（１）

サー

第１

間中

の

今後

見込

た

 

 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

２  

児童発達

ビスの概要 

・現状 

１期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日）

数（人）

用日数

  

達支援 

 心身の

援セン

知識技

 近年の

 利用実

て利用

乗じて

 サービ

 区の調

いるこ

するた

を図り

■児童

年度
）

平成２６年
（実績）

947 9

141 1

6.7

障害児

の発達に遅れ

ンター等の施

技能の付与、集

の利用実績は

実績を踏まえ

用者数を見込

て見込量を算

ビス事業者と

調査によると

ことがわかり

ため、（２）の

ります。 

童発達支援の

 

年度 平成２７年度
（実績）

907 9

138 1

6.6 6

76 

児通所

れやつまずき、

施設に通わせ

集団生活への

は、利用者数、

えるとともに、

込むとともに

算出します。

との連携を図

と、医療的ケ

りました。支援

の医療型児童

の実績の推移

 

 

度 平成２８年度
（実績）

59 1,08

45 15

6.6 7.

所支援

、あるいは疑

て、日常生活

の適応訓練そ

、延べ利用量

、今後の医療

、想定される

りながら、サ

アを要する障

援を必要とす

童発達支援とと

移と見込量

度 平成２９年度
（見込み）

81 1,088

50 158

.2 6.9

援 

疑いのある未

活における基

の他の便宜を

量ともに増加

療的ケア児の

る月間平均利

サービスの充

障害児が区内

する医療的ケ

ともに、区内

（月間） 

平成３０年度
（推計）

8 1,143

8 165

9 6.9

未就学児を児童

基本的な動作の

を提供するも

加傾向にありま

の利用の増加を

利用日数（6.9

充実を図ります

内に少なくとも

ケア児のニーズ

内への民間施設

平成３１年度
（推計）

平

1,200

174

6.9

第１期

童発達支

の指導、

ものです。

ます。 

を加味し

9 日）を

す。 

も 50 人

ズに対応

設の誘致

平成３２年度
（推計）

1,260

182

6.9



（２）

サー

第１

間中

の

今後

見込

た

 

 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

医療型児

ビスの概要 

・現状 

１期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日）

数（人）

用日数

児童発達支

 上肢、

ター等

 近年の

 利用実

日数

 サービ

図りま

■医療型

年度
績）

平成２６年
（実績）

128

13

9.8

支援 

下肢または

等に通わせて

の利用実績は

実績を踏まえ

（9.0 日）を乗

ビス提供者で

ます。 

型児童発達支

 

年度 平成２７年度
（実績）

112 1

12

9.3 8

77 

は体幹の機能

て、児童発達支

は、利用者数、

えて利用者数

乗じて見込量

である医療機関

支援の実績の

 

 

度 平成２８年度
（実績）

19 11

14 1

8.5 9

の障害のある

支援及び治療

、延べ利用量

を見込むとと

量を算出しま

関との連携を

の推移と見込

度 平成２９年度
（見込み）

4 126

2 14

.5 9.0

る児童を医療

療を行うもの

量ともに横ば

ともに、想定

す。 

を図りながら

量（月間） 

平成３０年度
（推計）

6 126

4 14

0 9.0

療型児童発達支

のです。 

ばい傾向にあ

定される月間平

ら、サービスの

平成３１年度
（推計）

126

14

9.0

第１期

支援セン

ります。

平均利用

の充実を

平成３２年度
（推計）

126

14

9.0



（３）

サー

第１

間中

の

今後

見込

た

 

 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

放課後等

ビスの概要 

・現状 

１期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日） 1

数（人）

用日数

等デイサー

 就学し

活能力

 近年の

 利用実

日数

 サービ

 区内の

め、検

 医療的

所の誘

■放課後等

年度
績）

平成２６年
（実績）

,437 1,

173

8.3 1

ービス 

している児童

力の向上のた

の利用実績は

実績を踏まえ

（12.6 日）を

ビス事業者と

のサービス事

検討を行いま

的ケア児のニ

誘致を図りま

等デイサービ

 

年度 平成２７年度
（実績）

654 2,7

156 2

10.6 12

78 

童を放課後や夏

ための訓練や放

は、利用者数、

えて利用者数

を乗じて見込

との連携を図

事業所数をサー

ます。 

ニーズに対応す

ます。 

ビスの実績の

 

 

度 平成２８年度
（実績）

19 3,33

18 26

2.5 12

夏休み等の長

放課後等の居

、延べ利用量

を見込むとと

込量を算出しま

りながら、サ

ービス見込量

するため、重

の推移と見込

度 平成２９年度
（見込み）

36 3,797

62 301

.7 12.6

長期休暇中に

居場所づくり

量ともに増加

ともに、想定

ます。 

サービスの充

量に基づいた

重症心身障害

込量（月間）

度 平成３０年度
（推計）

7 4,367

1 346

6 12.6

に施設に通わせ

を行うもので

加傾向にありま

定される月間平

充実を図ります

た適切な規模

害児を対象と

 

平成３１年度
（推計）

5,022

398

12.6

第１期

せて、生

です。 

ます。 

平均利用

す。 

とするた

した事業

平成３２年度
（推計）

5,775

458

12.6



（４）

サー

第１

間中

の

今後

見込

た

 

 

延べ利用量（

実利用者数

１人あたり利用

保育所等

ビスの概要 

・現状 

１期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

平成２５年
（実績

（人日）

数（人）

用日数

等訪問支援

 保育所

応のた

のです

 平成 2

す。 

 近年の

す。 

 サービ

年度
）

平成２６年
（実績）

0

0

-

援 

所等を訪問し

ための専門的

す。区では、

28 年度実績

の利用実績を

ビス事業者と

■保育所等訪

 

年度 平成２７年度
（実績）

0

0

-

79 

し、障害児に対

的な支援や、訪

平成 28 年度

は利用者１人

を踏まえ、利用

との連携を図

訪問支援の見

 

 

度 平成２８年度
（実績）

0

0

- 2.

対して障害児

訪問先施設の

度より事業を

人であり、平成

用者数は概ね

りながら、サ

見込量（月間

度 平成２９年度
（見込み）

2 120

1 5

.0 24.0

児以外の児童

のスタッフに

実施していま

成 29 年度は

ね横ばいとし

サービスの充

間） 

平成３０年度
（推計）

0 120

5 5

0 24.0

童との集団生活

に対する支援を

ます。 

は５人と見込ん

して見込量を算

充実を図ります

平成３１年度
（推計）

120

5

24.0

第１期

活への適

を行うも

んでいま

算出しま

す。 

平成３２年度
（推計）

120

5

24.0



（５）

サー

第１

間中

の

今後

見込

た

 

 

居宅訪問

ビスの概要 

・現状 

１期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

問型児童発

 児童発

難な障

基本的

 平成 3

 障害児

て、見

 サービ

 重症心

■居

延べ利用

実利用者

１人あたり

発達支援

発達支援等の

障害児（重症

的な動作の指

30 年度から新

児通所施設等

見込量を算出

ビス事業者と

心身障害児の

居宅訪問型児

 

平成
（推

量（人日）

者数（人）

り利用日数

80 

《新規》

の障害児通所支

症心身障害児

指導や、知識技

新たに位置付

等に通所でき

出します。 

との連携を図

のニーズに対応

児童発達支援

 

 

３０年度
推計）

平成
（推

288

12

24.0

第

 

支援を受ける

など）の自宅

技能の付与等

付けられるサ

きない障害児

りながら、サ

応するため、

援の見込量

成３１年度
推計）

平成
（

288

12

24.0

第１期

るために外出

宅を訪問して

等の支援を実

サービスです。

がサービス

サービスの充

事業所の誘

（月間） 

成３２年度
推計）

288

12

24.0

出することが著

て、日常生活に

実施するもので

。 

を利用するも

充実に努めます

誘致を図ります

著しく困

における

です。 

ものとし

す。 

す。 



（６）

サー

第１

間中

の

今後

見込

た

 

■

 
 
 

医療的ケ

の配置

ビスの概要 

・現状 

１期計画期

中の見込量

の考え方 

後の方向性と 

込量確保の

ための方策 

■医療的ケア

ケア児に対

《新規》 

 人工呼

にある

らすこ

配置す

 平成 3

 コーデ

に区内

 コーデ

ネータ

ア児に対する

 

配置

対する関

呼吸器を装着

る障害児や、

ことを支える

するものです

30 年度から新

ディネーター

内で少なくと

ディネーター

ター配置に向

る関連分野の

平成
（推

置数（人）

81 

連分野の

着しているな

重症心身障害

るため、医療的

す。 

新たに位置付

ーの養成研修

とも１人を配置

ーの養成研修

向けた準備を進

の支援を調整

 

 

成３０年度
推計）

平成３
（推

0

第

の支援を調

ど、日常生活

害児等（医療

的ケア児に対

付けられる取

を担う東京都

置することを

を担う東京都

進めます。

整するコーデ

３１年度
推計）

平成３
（推

0

１期

調整するコ

活を営むため

療的ケア児）

対する支援を

取組です。 

都と連携して

を想定した見

都と連携して

ィネーターの

２年度
計）

1

コーディネ

めに医療を要す

が地域で安心

を総合調整する

て、平成 32 年

見込量を設定

て、区内へのコ

の見込量（月

ネーター

する状態

心して暮

る職員を

年度まで

します。

コーディ

月間） 
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■

 

■能登隆光さんの作品 



第７章 計画の推進に向けて 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第７
 

計画

７章 

画のの推進

 

 

 

進に向けけて 





１
１ 計画の進行管理 

 

（１）

障害

のでき

体制を

本計

住民は

都障害

 

（２）

本計

識し、

盤整備

 

（３）

国の

は、少

まえな

います

把握及

くりを

また

行うと

 

 

 

  

区民等と

害のある子ど

きる地域社会

を強化する必

計画の推進に

はもとより、

害者総合スポ

国、東京

計画の推進に

相互の協力

備に必要な財

北区自立

の基本指針で

少なくとも年

ながら、障害

す。本計画の

及び評価を行

を行います。

た、庁内検討

とともに、障

  

との協働 

どもが健やか

会の実現のた

必要がありま

に当たり、区

地域の障害

ポーツセンタ

京都、区等

に当たり、区

力体制の強化

財政措置や人

立支援協議

では、障害福

年 1 回は実績

害福祉計画等

の推進に当た

行うとともに

 

討組織である

障害者施策に

計画の

かに育ち、障

ためには、地

ます。 

区は、障害児

害者福祉施設

ター等との連

等の適切な

区は、国、東

化を図ります

人材の確保等

議会を中心

福祉計画・障

績を把握し、

等の中間評価

たり、区は北

に、今後の施

る北区障害者

に関する様々
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の進行

障害のあるす

地域の様々な

児・障害者及

設、東京都立

連携に努めま

な役割分

東京都、区、

す。また、国

等について継

心とした

障害児福祉計

障害者施策

価として分析

北区自立支援

施策の推進に

者計画等検討

々な事項を共

行管理

すべての人が

な機関・団体

及び障害者の

立北療育医療

す。 

担に基づ

障害者団体

国や東京都に

続的に要望

計画の評

計画に定めた

策及び障害児

析及び評価を

援協議会にお

に障害者自身

討委員会にお

有し、横断

理 

自分らしく安

が協働して、

家族、関係機

センター、特

づく施策の

等のそれぞれ

対し、区の障

します。 

評価 

成果目標及び

児施策並びに

行うことが適

いて定期的

の意見を活か

いて、計画

的に障害者施

安心して暮

、地域ぐるみ

機関及び団体

特別支援学校

の推進 

れの役割を明

障害福祉サー

び活動指標に

関連施策の動

適切である

に計画の進捗

かせるような

についての評

施策を推進し

らすこと

みの支援

体、地域

校、東京

明確に認

ービス基

について

動向も踏

と示して

捗状況の

な体制づ

評価等を

します。 
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■大大滝その美さんの作品 



資料編 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料料編編 

 

 

 





１
１ サービス見込量・実施の有無一覧 

（１）

● 

居宅

重度

同行

行動

重度

● 

生活

自立

自立

就労

就労

就労

就労

療養

福祉

（シ

医療
（シ

 

  

障害福祉

訪問系サ

サービス

宅介護 

度訪問介護 

行援護 

動援護 

度障害者等包

日中活動

サービス

活介護 

立訓練（機能

立訓練（生活

労移行支援 

労継続支援

労継続支援

労定着支援 

養介護 

祉型短期入所

ショートステ

療型短期入所
ショートステ

 サ

祉サービス

サービス 
ス名 

包括支援 

動系サービ

ス名 

能訓練） 

活訓練） 

（Ａ型） 

（Ｂ型） 

所 

テイ） 

所 
テイ） 

ービス

ス 

単位

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

ビス 
単位

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

実利用者数

実利用者数

延べ利用量

実利用者数

延べ利用量

実利用者数
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ス見込量

位 

（時間）

 （人）

（時間）

 （人）

（時間）

 （人）

（時間）

 （人）

（時間）

 （人）

位 

（人日）

 （人）

（人日）

 （人）

（人日）

 （人）

（人日）

 （人）

（人日）

 （人）

（人日）

 （人）

 （人）

 （人）

（人日）

 （人）

（人日）

 （人）

量・実

平成 30 年度

10,892

774

15,211

47

5,962

217

609

26

608

1

平成 30 年度

11,242

579

307

21

655

50

1,878

123

1,199

70

9,803

602

32

41

1,146

194

86

16

実施の有

度 平成 31 年

2 11,9

4 8

1 15,5

7

2 5,9

7 2

9 6

6

8 6

1

度 平成 31 年

2 11,3

9 5

7 3

1

5 7

0

8 2,0

3

9 1,

0

3 10,2

2 6

2

1

6 1,2

4 2

6

6

有無一

年度 平成 3

982 

852 

535 

48 

962 

217 

609 

26 

608 

1 

年度 平成 3

354 

585 

307 

21 

744 

57 

066 

136 

199 

70 

293 

632 

40 

41 

204 

204 

86 

16 

一覧 

32 年度

13,180

937

15,859

49

5,962

217

609

26

608

1

32 年度

11,467

591

307

21

845

65

2,273

149

1,199

70

10,807

664

48

41

1,264

214

86

16
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● 居住系サービス 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

自立生活援助 実利用者数  （人） 21 37 62

共同生活援助 

（グループホーム） 
実利用者数  （人） 234 239 243

施設入所支援 実利用者数  （人） 269 268 265

● 相談支援 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

計画相談支援 実利用者数  （人） 331 430 559

地域移行支援 実利用者数  （人） 6 8 11

地域定着支援 実利用者数  （人） 3 4 6

※障害福祉サービスの見込量は月間の見込量。 

 

（２）地域生活支援事業 

● 必須事業 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 実施 実施 実施

自発的活動支援事業 実施の有無 実施 実施 実施

相
談
支
援
事
業

障害者相談支援事業 実施箇所数（箇所） 5 5 5

基幹相談支援センター 設置の有無 検討 検討 設置

市町村相談支援機能強
化事業 実施の有無 検討 検討 検討

住宅入居等支援事業 実施の有無 検討 検討 検討

成年後見制度利用支援事業 実利用者数（人） 5 5 5

成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無 検討 検討 検討

意
思
疎
通
支
援
事
業 

手話通訳者・要約筆記者 
派遣事業   

北区手話通訳派遣事業 
利用登録数（人） 287 294 301

利用件数（件） 2,322 2,378 2,435

手話通訳者・要約筆記
派遣事業 

利用件数（件） 255 262 270

手話通訳者設置事業 設置数（人） 40 40 40
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サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

日
常
生
活
用
具
等
給
付
事
業 

介護・訓練支援用具 利用件数（件） 32 32 32

自立生活支援用具 利用件数（件） 75 75 75

在宅療養等支援用具 利用件数（件） 49 49 49

情報・意思疎通支援用具 利用件数（件） 88 88 88

排せつ管理支援用具 利用件数（件） 6,678 6,678 6,678

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費） 利用件数（件） 14 14 14

手話奉仕員養成研修事業 
養成講習実修了 

見込み者数（人） 
164 164 164

移動支援事業 

実利用者数（人） 595 655 720

延べ利用量（時間） 5,573 6,130 6,743

登録事業者数 203 219 237

地域活動支援センター 
実施箇所数（箇所） 1 1 1

登録者数（人） 369 380 392

地域生活支援広域調整会議
等事業 協議会開催数（回） 1 1 1

※移動支援事業は月間の見込量。それ以外はいずれも年間の見込量。 

 

● 任意事業 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

身体障害者訪問入浴サー

ビス事業 
実利用者数（人） 30 30 30

日中一時支援事業 
実施箇所数（箇所） 4 4 4

延べ利用量（人） 35 35 35

身体障害者用自動車改造

補助事業 
実利用者数（人） 7 7 7

障害者運転免許取得経費

補助事業 
実利用者数（人） 3 3 3

※身体障害者訪問入浴サービス事業、日中一時支援事業は月間の見込量。身体障害者用自動車改造補助事業、障害者運転

免許取得経費補助事業は年間の見込量。 
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（３）障害のある子どもに対するサービス 

● 障害児相談支援 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

障害児相談支援 実利用者数  （人） 39 45 52

● 障害児通所支援 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

児童発達支援 
延べ利用量（人日） 1,143 1,200 1,260

実利用者数  （人） 165 174 182

医療型児童発達支援 
延べ利用量（人日） 126 126 126

実利用者数  （人） 14 14 14

放課後等デイサービス 
延べ利用量（人日） 4,367 5,022 5,775

実利用者数  （人） 346 398 458

保育所等訪問支援 
延べ利用量（人日） 120 120 120

実利用者数  （人） 5 5 5

居宅訪問型児童発達支援 
延べ利用量（人日） 288 288 288

実利用者数  （人） 12 12 12

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーター 

配置数    （人） 0 0 1

※いずれも月間の見込量。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



２
２ 計画の策定経過 

（１）

回

第

第

第

 

（２）

回

第

第

第

第

 

２  

北区自立

回数 

１回 平成

２回 平成

３回 平成

北区自立

回数 

１回 相談

地域

権利

２回 相談

地域

権利

３回 相談

地域

権利

４回 相談

権利

 計

立支援協議

開催日

成 29 年６月

成 29 年 10

成 30 年２月

立支援協議

部会名 

談支援部会 

域生活部会 

利擁護部会 

談支援部会 

域生活部会 

利擁護部会 

談支援部会 

域生活部会 

利擁護部会 

談支援部会 

利擁護部会 

 

画の策

議会 

日 

月 28 日 

月 19 日 

月９日 

議会専門部

開

平成 29 年

平成 29 年

平成 29 年

平成 29 年

平成 29 年

平成 29 年

平成 29 年

平成 30 年

平成 29 年

平成 30 年

平成 30 年
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策定経

○第４期北

○第５期北

害児福祉

○平成 29 年

○第５期北

計画（素

○パブリッ

○第５期北

計画（案

部会 

開催日 

年７月 14 日

年８月８日

年８月４日

年９月５日

年 10 月 24

年９月 27 日

年 11 月７日

年１月 23 日

年 11 月 27

年１月 23 日

年１月 29 日

経過 

区障害福祉計

区障害福祉計

計画について

年度専門部会

区障害福祉計

案）について

クコメントの

区障害福祉計

）について

日 ○北区

る検

○相談

○高齢

に関

○障害
日 

日 

日 

日 

日 

日 

日 

議事 

計画の実績に

計画・（仮称

て 

会について 

計画・第１期

て 

の実施結果に

計画・第１期

議事

区障害者計画の

検討 

談支援の事例検

齢者施策と連携

関する区内施設

害理解に向けた

について 

称）第１期北

期北区障害児

について 

期北区障害児

事 

の進捗状況に

検討会 

携した事業の

設の視察 

た啓発事業の

北区障

児福祉

児福祉

に関す

の推進

の検討
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（３）北区障害者計画等検討委員会 

回数 開催日 議事 

第１回 平成 29 年７月 11 日 ○北区の障害福祉における課題について 

○第５期北区障害福祉計画・（仮称）第１期北区障

害児福祉計画について 

第２回 平成 29 年 10 月 13 日 ○第５期北区障害福祉計画・第１期北区障害児福祉

計画（素案）について 

 

（４）パブリックコメントの実施 

北区ニュース（平成 29 年 12 月１日号）及び区ホームページ、区政資料室、各図書館、障

害福祉課において、第５期北区障害福祉計画・第１期北区障害児福祉計画「中間のまとめ」を

公表し、平成 29 年 12 月１日から平成 30 年１月５日にかけて、パブリックコメントを実施

しました。 

 

 提出者数：８人（ホームページ１人、電子メール１人、ファクシミリ５人、持込１人） 

 意見総数：20 件 

 
 
 

 

 

  



３
３ 東京都北区自立支援協議会 

（１）

（設置）

第１条 

施策の

う。）

（協議事

第２条 

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（組織）

第３条 

て組織

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）

（９）

（10

（11

３  

東京都北

 

障害者（障

の総合的かつ

を設置する。

事項） 

協議会は、

障害者への

障害者への

北区障害者

北区障害福

北区障害者

その他協議

 

協議会は、

織する。 

学識経験者

北区障害者

区内に所在

地域住民代

保健医療関

教育・就労

北区議会議

北区社会福

健康福祉部

）健康福祉課

）精神保健

 東

北区自立支

東

障害児を含む

つ効果的な推

。 

次に掲げる

の支援体制の

の支援体制に

者計画の改定

福祉計画の策

者計画及び北

議会の運営に

次に掲げる

者 

者団体連合会

在する指定相

代表 

関係代表 

労関係代表 

議員 

福祉協議会 

部長 

課長 

・難病担当副

京都北

支援協議会

東京都北区自

む。以下同じ

推進を図るた

る事項につい

の整備 

に関する課題

定 

策定 

北区障害福祉

に関し区長が

る者のうちか

会が推薦する

相談支援事業

副参事 
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北区自

会設置要

自立支援協議

じ。）への支援

ため、東京都

いて協議する

題の検討 

祉計画の進捗

が必要と認め

から区長が委

る者 

業者 

自立支

綱 

議会設置要綱

援体制を整備

都北区自立支

ものとする。

状況の把握及

る事項 

嘱し、又は任

支援協

綱 

2 0 北 福

平成 21 年

備するととも

援協議会（以

。 

及び評価 

任命する委員

議会 

福 障 第 4 2

年３月６日区

もに、障害者

以下「協議会

員 30 人以内

2 0 4 号 

区長決裁 

に関する

会」とい

内をもっ
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（12）障害者福祉センター所長 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。 

２ 委員に欠員が生じた場合における後任の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会には会長１名及び副会長１名を置く。 

２ 会長は、学識経験者である委員の中から区長が指名する。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、委員の中から会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を協議会に出席させて意見を聴くこと

ができる。 

３ 委員は、会議で知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。 

（除斥） 

第７条 委員は、審議内容に利害関係のあるときは、その議事に加わることはできない。ただし、

協議会の同意を得たときは、会議に出席し、発言することができる。 

（専門部会） 

第８条 協議会は、第２条に規定する協議事項について、調査、研究等を行うため、必要に応じ

専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、会長の指名する部会委員をもって組織する。 

３ 部会委員は、会議で知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、健康福祉部障害福祉課において処理する。 

（委任） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、健康福祉部長が別

に定める。 

付 則 

この要綱は、平成 21 年３月 10 日から施行する。 

付 則（平成 24 年５月 31 日区長決裁） 

１ この要綱は、平成 24 年６月１日から施行する。 

２ 北区障害者施策推進協議会設置要綱（12北福地第824号平成13年1月24日区長決裁）

は廃止する。 
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（２）東京都北区自立支援協議会委員名簿 

東京都北区自立支援協議会委員名簿 

平成 28 年４月１日～平成 30 年 3 月 31 日 
（敬称略） 

区分 所属等 氏名 

学識経験者（会長） 武蔵野大学大学院教授 川村 匡由 

学識経験者 白梅学園大学教授 堀江 まゆみ 

北区障害者団体連合

会推薦 

身体障害者団体

代表 

ＮＰＯ法人 ピアネット北 井上 良子 

北区肢体不自由児・者父母の会 田中 淳子 

北区聴覚障害者協会 大八木 剛 

北区視覚障害者福祉協会 熊澤 眞砂子 

知的障害者団体

代表 

北区手をつなぐ親愛の会 小宮 榮次 

社会福祉法人 つみき 鈴木 千栄子 

精神障害者団体

代表 

ＮＰＯ法人 北区精神障害者
を守る家族会飛鳥会 

吉田 耕一 

ＮＰＯ法人 わくわくかん 山下 和子 

委託相談支援事業者 障害者地域自立生活支援室（ピアネット北） 竹内 文香 

障害者地域活動支援室（支援センターきらきら） 横手 美幸 

地域住民代表 北区町会自治会連合会  島田 富一郎 

北区民生委員児童委員協議会  中野 宰至 

東十条在住 小田 政利 

王子在住 高田 裕司 

赤羽台在住 岸本 高明 

保健医療関係代表 北区医師会 須賀田 元彦 

あすか山訪問看護ステーション 田中 道子 

教育・就労関係代表 都立王子特別支援学校 松井 裕 

都立北特別支援学校 伏見 可奈子 

王子公共職業安定所 木村 理恵 

就労支援センター北 小島 靖子 

北区議会議員 健康福祉委員会委員長 永沼 かつゆき 

健康福祉委員会副委員長 山崎 たい子 

社会福祉協議会 北区社会福祉協
議会 

権利擁護センターあんしん
北センター長 

窪田 禎司 

関係行政機関 健康福祉部長 都築 寿満 

健康福祉課長 菊池 誠樹 

健康福祉部副参事（精神保健・難病担当） 高木 明子 

障害者福祉センター所長 滝澤 麻子 

（副会長） 



４
４ 東京都北区障害者計画等検討委員会 

（１）

（設置）

第１条 

区障害

（所掌事

第２条 

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（構成）

第３条 

２ 委

３ 副

４ 副
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５ 委

（招集等

第４条 

２ 委

る。

（部会）

第５条 

る。 
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４  
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北区障害者

害者計画等検

事項） 

検討委員会

北区障害者

北区障害者

北区障害福

北区障害福

その他、区

 

検討委員会

委員長は、健

副委員長は、

副委員長は、

の職務を代理

委員は、別表

等） 

委員長は、

委員長は、必

 

 

検討委員会

部会の設置に

 東京

北区障害者

東京都

者計画及び北

検討委員会（

会は、次に掲

者計画の策定

者計画の進捗

福祉計画の策

福祉計画の進

区長が必要と

会は、委員長

健康福祉部長

健康福祉部

委員長を補

理する。 

表に掲げる職

検討委員会

必要があると

会の所掌事項

に関する事項

京都北

者計画等検

都北区障害者

北区障害福祉

（以下「検討

掲げる事項を

定及び改定 

捗状況の把握

策定 

進捗状況の把

と認める事項

長、副委員長

長の職にある

部健康福祉課

佐するほか、

職にあるもの

会を招集し、

と認めるとき

項の調査研究

項は、委員長
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北区障害

検討委員

者計画等検討

祉計画の策定

討委員会」と

を検討・協議

握及び評価 

把握及び評価

項 

長及び委員を

る者をもって

課長の職にあ

、委員長に事
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害者計

会設置要

討委員会設置
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充てる。 
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事故あるとき
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2 6 北 障
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る者の出席
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年７月９日区
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長が欠けた

を求めるこ

会を置くこ

委員会

3 2 1 号  

区長決裁 

ため、北

ときは、

とができ

とができ
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３ 部会は委員長が必要に応じて招集する。 

（庶務） 

第６条 検討委員会の庶務は、健康福祉部障害福祉課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営について必要な事項は、委員長が別に

定める。 

付 則 

この要綱は、平成 26 年８月１日から施行する。 

付 則（平成 28 年８月 15 日区長決裁 28 北福障第 2534 号） 

この要綱は、平成 28 年８月 15 日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

政策経営部 企画課長 

政策経営部 財政課長 

総務部 総務課長 

危機管理室 防災課長 

地域振興部 地域振興課長 

地域振興部 スポーツ推進課長 

区民部 区民情報課長 

生活環境部 リサイクル清掃課長 

健康福祉部 健康推進課長 

健康福祉部 高齢福祉課長 

健康福祉部 障害福祉課長 

健康福祉部 副参事（精神保健・難病担当） 

健康福祉部 障害者福祉センター所長 

健康福祉部 副参事（北区社会福祉協議会派遣） 

まちづくり部 都市計画課長 

教育振興部 教育政策課長 

教育振興部 生涯学習・学校地域連携課長 

教育振興部 教育指導課長 

子ども未来部 子ども未来課長 

子ども未来部 副参事（子どもの未来応援担当） 
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（２）東京都北区障害者計画等検討委員会委員名簿 

東京都北区障害者計画等検討委員会委員名簿 

（敬称略） 
 

● 設置要綱第３条（構成）による正副委員長 

所属 氏名 

委員長 （健康福祉部長） 都築 寿満 

副委員長 （健康福祉部 健康福祉課長） 菊池 誠樹 

● 設置要綱第３条（別表）による委員 

所属 氏名 

政策経営部 企画課長 筒井 久子 

政策経営部 財政課長 小野村 弘幸 

総務部 総務課長 関根 和孝 

危機管理室 防災課長 伊藤 元司 

地域振興部 地域振興課長 遠藤 洋子 

地域振興部 スポーツ推進課長 清水 朝子 

区民部 区民情報課長 橋本 昌和 

生活環境部 リサイクル清掃課長 土屋 隆 

健康福祉部 健康推進課長 飯窪 英一 

健康福祉部 高齢福祉課長 岩田 直子 

健康福祉部副参事（精神保健・難病担当） 高木 明子 

健康福祉部 障害者福祉センター所長 滝澤 麻子 

健康福祉部副参事（北区社会福祉協議会派遣） 澤田 恭子 

まちづくり部 都市計画課長 寺田 雅夫 

教育振興部 教育政策課長 野尻 浩行 

教育振興部 生涯学習・学校地域連携課長 古平 聡 

教育振興部 教育指導課長 山崎 隆 

子ども未来部 子ども未来課長 銭場 多喜夫 

子ども未来部 副参事（子どもの未来応援担当） 江田 譲 

● 設置要綱第４条（召集等）による委員 

所属 氏名 

教育振興部 教育支援担当課長 鈴木 静乃 

子ども家庭支援センター（子ども未来部参事） 橘 千秋 

● 事務局 

所属 氏名 

健康福祉部 障害福祉課長 田中 英行 
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